
 

 

桐生市生活保護業務の適正化に関する第三者委員会 

報 告 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月２８日 

 

桐生市生活保護業務の適正化に関する第三者委員会 

 

委 員 長  吉 野     晶 

 副委員長  小 竹  裕 人 

委  員  川 原  武 男 

委  員  新 木  惠 一 



目   次 

第１章 調査の概要 

第１ 第三者委員会の設置の経緯および目的・・・・・・・・・・・ １ 

 第２ 当委員会の所掌事務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

第３ 委員会の構成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

第４ 当委員会の開催日程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

第５ 本調査の方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

第６ 本調査の前提と限界・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

 

第２章 桐生市の生活保護業務の概要 

 第１ 当市における保護の動向・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

 第２ 福祉事務所の組織体制について・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 第３ 保護係における職場研修および相談体制・・・・・・・・・・１４ 

 

第３章 保護係職員よる不適切事案の概要 

 第１ 事案１・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 第２ 事案２・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 第３ 事案３・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 

第４章 アンケート調査等の概要 

 第１ 職員アンケートの概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

 第２ 第三者委員会へ寄せられた情報提供の概要・・・・・・・・・２０ 

 

第５章 内部調査の概要 

 第１ 在職職員に対する内部調査の概要・・・・・・・・・・・・・２１ 

 第２ 退職した職員に対する内部調査の概要・・・・・・・・・・・２１ 

 

 

 

 



第６章 市が実施・検討している是正改善策 

 第１ 面接相談・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

 第２ 生活保護費の管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

 第３ 届出等書対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

 

第７章 委嘱事項に対する当委員会の調査結果 

 第１ はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

 第２ 不適切事案の原因の究明・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

 第３ 不適切事案以外の桐生市の生活保護業務の執行に関して・・・６３ 

第４ 今後の生活保護に関する事務執行のあり方・・・・・・・・・８３ 

第５ 再発防止策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８４ 

第６ その他委員会が必要と認める事項・・・・・・・・・・・・・９２ 

 

第８章 おわりに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９２ 

 

 

別冊資料 

参考資料① １５－４－１ 

「被保護者に対する自立支援のあり方について」 

参考資料② １５－４－２ 

「令和６年 生活保護法等の改正について」 

参考資料③ 第三者委員会に提出された全資料一覧表（全８回） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

第１章  調査の概要 

第１  第三者委員会の設置の経緯及び目的 

    令和５年１２月１８日の市長定例記者会見において、桐生市の生活保護業 

  務に関して、保護費の分割支払いや、それに伴う月をまたいでの残金支払い、 

更には、事務手続きの不備による生活保護費の支払いの遅延など、多くの不 

適切な対応があったことを公表した。 

これに伴い、生活保護業務において、不適切な事務処理があったことにつ 

いて、内部調査チームが令和５年１２月２７日に設置された。その後、生活 

保護業務に関する不適切な事務処理及び対応について、客観的かつ公正な第 

三者の立場から検証を行い、その原因究明と再発防止の徹底を図るため、令 

和６年１月３１日に第三者委員会が設置された。 

 

要綱による設置 

・桐生市生活保護業務の適正化に関する第三者委員会設置要綱 

(令和６年１月３１日施行) 

令和５年１２月１８日に公表した生活保護に関する不適切な事務処理及 

び対応について、客観的かつ公正な第三者の立場から検証を行い、その原 

因究明と再発防止の徹底を図ることを目的に第三者委員会を設置した。速 

やかに委員会を組織するため、当初は要綱により設置し委員会を開催した。 

 

条例による設置 

・桐生市生活保護業務の適正化に関する第三者委員会設置条例 

(令和６年６月２０日条例第２７号) 

委員会の中で個人情報を扱うことが想定されたことから、新たに条例を制 

定し、委員会を地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づく附属機関 

とした。 
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第２ 当委員会の所掌事項 

  当委員会は、次に掲げる事項を所掌検討して、その結果を桐生市長に報告

することである。 

（桐生市生活保護業務の適正化に関する第三者委員会設置条例第２条） 

委員会は、次に掲げる事項を所掌検討し、その結果を市長に報告する。  

・不適切事案の原因の究明に関すること。  

・今後の生活保護に関する事務執行のあり方に関すること。  

・再発防止策に関すること。  

・不適切事案以外の桐生市の生活保護業務の執行に関すること。  

・その他委員会が必要と認める事項 

  

第３ 委員会の構成 

１ 当委員会は、以下の委員から構成される。 

委 員 長  吉 野    晶（群馬弁護士会推薦） 

副委員長  小 竹  裕 人（国立大学法人群馬大学推薦） 

委  員  川 原  武 男（群馬県社会福祉協議会推薦） 

委  員  新 木  恵 一（群馬県社会福祉士会推薦） 

 

２ 各委員の利害関係 

【吉野委員長】 

第３回第三者委員会で、吉野委員長が、不適切事案１に関して、自分 

が利害関係の立場にあるのではないかと発言があったため、第４回第三   

者委員会で、総務部長より本件について以下のとおり説明を行った。 

吉野委員長と、事案１の受給者との関わりについては、事案１の受 

給者と母親との親子関係の中で、母親が高齢で自分一人では対応できな  

いため、母親に代わり委員長が受給者への対応をしたことがあった。 

      しかし、その当時、委員長は受給者の生活保護費の内容について承知  

しておらず、事案１の生活保護の分割支給について、何も影響を与えて 

いないことが明白であるため、引き続き公平中立な立場での検証を依頼  

した。 
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【川原委員】 

第三者民間団体による生活保護費の金銭管理は、第三者委員会による 

検証の対象となっており、桐生市社会福祉協議会は当市の生活保護受給 

者の金銭管理も行っている。川原委員は群馬県社会福祉協議会会長であ 

るが、社会福祉協議会が日常生活自立支援事業で行っている金銭管理は、 

社会福祉法に基づき実施されているものであり、また、川原委員は金銭 

管理事務に直接関わってはいないため、引き続き公平中立な立場での検 

証を依頼した。 

第三者委員会が行った事実聴取の対象には、桐生市社会福祉協議会も 

     含まれるが、桐生市社会福祉協議会の事実聴取では、具体的な内容に関 

わる聴取の間、川原委員は退席した。 

その他、桐生市と委員との間には、利害関係はない。 
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第４ 当委員会の開催日程 

当委員会は、以下の日程で開催した。  

 日時 場所 内容 

第１回 令和６年 

３月２７日（金） 

美喜仁桐生文化会館 

スカイホールＢ 

・委嘱状交付 

・委員長選出 

・生活保護制度及び 

不適切事案の概要等 

第２回 令和６年 

５月２４日（金） 

美喜仁桐生文化会館 

スカイホールＢ 

・要望資料確認 

・追加資料の要望 

第３回 令和６年 

７月５日（金） 

美喜仁桐生文化会館 

スカイホールＢ 

・要望資料確認 

・追加資料の要望 

第４回 令和６年 

８月２１日（水） 

美喜仁桐生文化会館 

第１会議研修室 

（一部非公開） 

・要望資料確認 

・追加資料の要望 

第５回 令和６年 

１０月７日（月） 

美喜仁桐生文化会館 

スカイホールＢ 

（一部非公開） 

・要望資料確認 

第６回 令和６年 

１１月２７日（水） 

美喜仁桐生文化会館 

スカイホールＡ 

・要望資料確認 

・追加資料の要望 

・委員長からの報告 

第７回 令和７年 

１月２４日（金） 

美喜仁桐生文化会館 

スカイホールＢ 

（一部非公開） 

・要望資料確認 

・追加資料の要望 

・委員長からの報告 

第８回 令和７年 

３月１４日（金） 

美喜仁桐生文化会館 

スカイホールＢ 

（一部非公開） 

・要望資料確認 

・報告書（案）審議 

    なお、委員会については、個人情報を取り扱う必要性がある場合を除き、

原則として公開で行われた。 
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第５ 本調査の方法 

    当委員会は、以下の方法により、調査を実施した。 

１ 関連資料の確認、分析 

       当委員会は、調査を行う上で必要な範囲で、桐生市の条例、規則、要綱、 

ケース記録等の確認、分析を行った。また、委員会において、桐生市の内 

部調査チームによる調査結果の報告、資料提供を受けたほか、桐生市（主 

として福祉課）に対して資料提供を依頼し、それに応じて提供された資料 

の確認、分析を行った。 

    

２ アンケート調査等 

 （１）職員アンケートの実施 

    平成２２年度から令和５年度までの生活保護業務に従事したことの 

   ある職員を対象にアンケートを実施した。対象となる職員は４３人であ 

り、回答者数は３９人、回答率９０．７％だった。 

 

 （２）第三者委員会に寄せられた情報提供 

    桐生市の生活保護行政の遂行状況を把握するため、福祉事務所職員か 

ら実際に対応されたことのある人、その場に居合わせたことのある人を 

対象に、情報提供をお願いするアンケートフォームを作成し、実施した。 

この結果、１１０件の事例が投稿された。 

 

３ 関係者に対する事実聴取 

     当委員会は、関係者に対する直接面談による事実聴取を実施した。 

     ・実施期間  令和６年１０月２日から令和６年１２月２５日 

     ・実施時間  延べ１１時間１５分（５日間） 

     ・対 象 者  下記のとおり 

        ・聴取結果  資料 １５－２改 

            第三者委員会が行った事実聴取結果のとおり 
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日時 場所 対象者（概略） 

令和６年１０月２日（水） 

１３：３０～１４：３０ 

桐生市役所内

会議室 

桐生市社会福祉協議会 

職員２名 

１０月２日（水） 

１４：３０～１５：３０ 

桐生市役所内

会議室 

社会福祉施設 

施設長及び職員 

１０月１６日（水） 

１３：３０～１４：３０ 

桐生市役所内

会議室 

事案３における当事者本人、 

代理人弁護士 

１１月６日（水） 

１３：３０～１４：３０ 

桐生市役所内

会議室 

事案１における当事者本人、 

代理人弁護士及び支援担当者 

１１月６日（水） 

１４：３０～１５：３０ 

桐生市役所内

会議室 

事案２における当事者本人、 

代理人弁護士２名及び支援担当者 

１１月２７日（水） 

１３：３０～１４：３０ 

桐生市役所内

会議室 

民間団体Ａ 

代表者及び代理人弁護士 

１１月２７日（水） 

１４：３０～１５：３０ 

桐生市役所内

会議室 

民間団体Ｂ 

担当者２名 

１２月２５日（水） 

１３：１５～１４：１５ 

美喜仁桐生文

化会館 

群馬県地域生活定着支援センター 

担当者２名 

１２月２５日（水） 

１４：１５～１５：２０ 

美喜仁桐生文

化会館 

退職した幹部職員１名 

 

１２月２５日（水） 

１５：２０～１７：３０ 

美喜仁桐生文

化会館 

退職した幹部職員１名 
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第６ 本調査の前提と限界 

当委員会は、令和７年（２０２５年）３月２８日までに、「第５ 本調査の  

   方法」記載のとおりの調査を行い、桐生市から提供を受けた資料、当委員会 

   が実施した調査結果に基づき、実態の把握、検討、評価を行った。 

    当委員会は、上記の調査結果に基づき報告を行うものであるが、当委員会

は強制的な調査権限を持つものではない。当委員会による調査は、全て関係

者の任意の協力に基づき行われたものであるから、調査の範囲、方法には自

ずと限界があることは指摘せざるを得ない。 

仮に今後、関係機関による法令上の権限に基づく強制捜査あるいは民事訴 

訟における判決手続等が行われるなどし、当委員会が判断の基礎とした調査  

結果のなかに、事実と異なる内容が含まれることが判明した場合には、事実 

認定が変更される可能性があることを留保しておく。 
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第２章 桐生市の生活保護業務の概要 

第１ 当市における保護の動向 

受給世帯数・人員数・保護率とも平成２１年度に大きく増加し、その後、 

   平成２４年度以降減少傾向にある。保護率については、平成２８年度以降、 

   県内平均保護率を下回っている。保護開始・廃止世帯数は年度により増減し 

   ているが、開始件数は平成２０年度、平成２１年度に大きく増加し、平成２ 

   ４年度に大きく減少している。廃止事由は各年度とも死亡が最多となってい 

る。保護世帯の世帯類型別を見ると、高齢者世帯の構成比が高く、全国平均 

（令和４年度５５．６％）を大きく上回っている。障害者・傷病者世帯計も 

全国平均（令和４年度２４．９％）を上回っている。母子世帯、その他世帯 

は全国平均（令和４年度母子４.１％・その他１５．５％）を大きく下回って 

いる。 

被保護世帯数・人員数・保護率等の推移※停止中を含む 

年度 
世帯数 

(月平均) 
人員数 

(月平均) 

保護率 
（人員数/各年 10 月 1 日人口） 開始 

件数 
廃止 
件数 

桐生市 群馬県 全国 

H18 621 785 0.62% 0.43% 1.18% 90 84 

H19 625 777 0.62% 0.44% 1.21% 72 89 

H20 630 782 0.63% 0.45% 1.25% 129 65 

H21 742 950 0.78% 0.53% 1.38% 191 73 

H22 839 1,081 0.89% 0.61% 1.52% 178 97 

H23 903 1,163 0.97% 0.66% 1.62% 129 98 

H24 902 1,146 0.96% 0.69% 1.67% 84 102 

H25 862 1,083 0.92% 0.72% 1.70% 71 126 

H26 812 991 0.86% 0.74% 1.70% 48 92 

H27 755 895 0.78% 0.75% 1.70% 45 93 

H28 727 852 0.75% 0.77% 1.69% 54 68 

H29 699 814 0.73% 0.77% 1.68% 45 105 

H30 630 733 0.67% 0.77% 1.66% 30 90 

R1 586 672 0.62% 0.77% 1.64% 46 72 

R2 564 641 0.60% 0.77% 1.63% 40 66 

R3 529 594 0.57% 0.77% 1.62% 27 68 

R4 490 547 0.53% 0.79% 1.62% 46 79 

R5 478 537 0.53% 0.80% 1.63% 87 56 
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廃止事由別件数 

廃止事由 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 

1 
世帯主の 
傷病治癒 

2 3 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 
 (1)  (1)               

2 
世帯員の 
傷病治癒 

0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
   (1)               

3 死亡 
25 31 27 32 54 40 47 63 31 39 31 36 32 27 37 42 35 29 
                  

4 失踪 
0 2 0 3 4 1 1 3 2 4 1 6 1 3 1 0 1 2 
                  

5 
就労収入の

増加・取得 

14 17 7 7 7 9 6 8 3 0 6 10 5 2 4 3 6 2 
 (1) (1) (6)       (5) (7) (2)  (2) (1) (5)  

6 
働き手の 
転入 

2 1 1 0 1 1 1 3 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 
          (1)        

7 
社会保障給

付金の増加 
8 5 4 4 3 9 2 5 8 9 8 7 6 6 2 2 4 8 
   (3)       (2) (1)    (1) (1) (1) 

8 
仕送り等の
増加 

0 3 1 2 3 2 1 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1 
  (1) (1)               

9 
上記以外の
収入の増加
※ 

              0 1 0 0 

                  

10 
親類・縁者
等の引取り 

3 7 4 5 2 4 4 6 1 1 1 5 4 7 0 1 4 0 
  (1) (4)       (1) (2) (1)      

11 施設入所 
6 3 7 3 6 6 3 9 5 4 7 12 9 9 7 9 16 3 
                  

12 
医療費の 
他法負担 

0 1 0 0 0 5 2 3 0 0 1 0 0 0 4 1 0 0 
     (1)             

13 
世帯構成の
変更※ 

              0 0 1 0 
                  

14 
指導指示 
違反 

1 0 1 0 0 0 7 2 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 
      (4)            

15 
逮捕・拘留
等※ 

              0 0 0 0 
                  

16 
転 

出 
県内市 

4 6 1 1 0 1 2 2 1 0 0 4 0 0 1 1 1 3 
  (1) (1)               

県内町
村 

   1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 
   (1)               

県外 
5 3 1 1 2 0 1 1 0 0 3 2 0 2 2 2 2 0   

(1) (1)        (1)   (1)    

17 
報告調査 
検診命令 
拒否※ 

              0 0 0 0 

                  

18 その他 
14 7 10 11 13 20 25 20 33 34 7 23 33 16 8 5 7 8 

(4)   (4) (2) (14) (17) (16) (26) (24) (3) (12) (12) (9) (4) (2) (2) (3) 

計 84 89 66 73 97 98 102 126 92 93 68 105 90 72 66 68 79 56 

辞退再掲 (4) (2) (5) (23) (2) (15) (21) (16) (26) (24) (12) (23) (15) (9) (7) (4) (8) (4) 

下段（ ）は辞退  ※印は令和 2年度より事由追加  
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世帯類型別世帯数・構成比の推移※停止中を含まず 

年度 

高齢者 母子 障害者 傷病者 その他 

世
帯
数 

構
成
比 

世
帯
数 

構
成
比 

世
帯
数 

構
成
比 

世
帯
数 

構
成
比 

世
帯
数 

構
成
比 

H18 303 48.9% 14 2.2% 60 9.7% 197 31.8% 46 7.4% 

H19 318 51.0% 16 2.6% 59 9.5% 188 30.2% 42 6.7% 

H20 323 51.3% 15 2.4% 69 11.0% 184 29.3% 38 6.0% 

H21 364 49.3% 20 2.7% 78 10.6% 220 29.8% 56 7.6% 

H22 418 50.0% 24 2.9% 91 10.9% 228 27.2% 75 9.0% 

H23 446 49.7% 26 2.9% 96 10.7% 241 26.9% 88 9.8% 

H24 475 53.1% 24 2.7% 93 10.4% 196 21.9% 107 11.9% 

H25 475 55.6% 22 2.6% 88 10.3% 171 20.0% 98 11.5% 

H26 480 59.4% 14 1.7% 83 10.3% 146 18.1% 85 10.5% 

H27 475 63.3% 9 1.2% 85 11.3% 108 14.4% 75 9.8% 

H28 468 65.0% 8 1.0% 82 11.0% 96 14.0% 68 9.0% 

H29 460 66.0% 7 1.0% 76 11.0% 83 12.0% 70 10.0% 

H30 420 67.0% 7 1.0% 72 12.0% 71 11.0% 58 9.0% 

R1 398 68.0% 4 1.0% 68 12.0% 69 12.0% 47 7.0% 

R2 385 68.0% 3 1.0% 65 11.0% 71 13.0% 39 7.0% 

R3 361 68.0% 2 1.0% 69 13.0% 67 13.0% 28 5.0% 

R4 331 68.0% 2 1.0% 70 14.0% 69 14.0% 14 3.0% 

R5 316 66.7% 3 0.6% 66 13.9% 75 15.8% 14 3.0% 

世帯数は月平均 
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第２ 福祉事務所の組織体制について 

１ 社会福祉法の規定 

福祉事務所は、社会福祉法第１４条以降に規定されており、福祉六法 

（生活保護法、児童福祉法、母子及び父子並びに寡婦福祉法、老人福祉法、 

身体障害者福祉法及び知的障害者福祉法）に定める援護、育成又は更生の 

措置に関する事務をつかさどる第一線の社会福祉行政機関であり、適切な 

事務が行われるよう、同法第１４条から第１７条に組織や所員の定数、第 

１８条及び第１９条に社会福祉主事の資格などが規定されている。 

現業員（以下、「ＣＷ」とする。）は、社会福祉法で定められた「現業 

を行う所員」であり、その標準数は、市においては、被保護世帯数８０世 

    帯当たり１名と規定されている。また、査察指導員（以下、「ＳＶ」とす 

る。）は、社会福祉法では「指導監督を行う所員」として規定され、現業 

事務の指導監督をつかさどることとされている。 

ＣＷ及びＳＶは、社会福祉主事でなければならないとされており、その 

資格としては、「人格が高潔で、思慮が円熟し、社会福祉の増進に熱意」が 

あるものを任用しなければならないと規定されている。 

（※関係法令は後段参照） 

 

２ 保護係職員配置の現状  

当市のＣＷは、社会福祉法が定める標準数に沿った人員配置となってい 

る。しかし、新型コロナウイルス感染症対策業務等への応援のために減員 

となった時期もあり、標準数を超えてしまった時期もあった。感染防止対 

策のため訪問を控えていた時期でもあり、ＳＶが補助することで対応した。 

各ＣＷは、業務等の工夫や情報共有を通し業務の適正実施に努めている。 

管理職によるＣＷへの個別支援や業務進捗管理を実施することで組織力 

の向上に努めている。ＣＷは、地区担当制（ＣＷの居住地にならないよう 

配慮）とし、同じ地区が長期（３年以上）に続かないように担当替えを行 

い、ＣＷのモチベーションの維持・向上、被保護者との馴れ合いや不正の 

防止、支援の滞り防止などを図っている。また、経験年数の長いＣＷを班 

長として位置づけした班編成を組み、班内の新任ＣＷへの教育や定期訪問 
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の進捗状況の確認を行い、事務の処理漏れや遅延の防止を図っている。 

ＳＶにおいては、生活保護業務の適正実施において、最も重要な役割を 

担っている。生活保護業務におけるＳＶ業務には、主に次の３つの機能が 

ある。一つ目は「支持的機能」でＣＷの訴えを受け止め、傾聴することで 

ある。ＳＶは、ＣＷが意欲的に、業務に取り組むことができるような職場 

環境を作っていくことが大切である。二つ目は「管理的機能」であるが、 

生活保護業務を適正に実施するためには、適切に業務が遂行されているか 

どうかを組織的に確認し、点検を行うことが必要である。ＳＶは、ＣＷの 

業務進行状況を常に確認し、相談者に対する支援が適正かつ適切に迅速に 

行われているか点検する必要がある。三つ目は「教育的機能」であるが、 

ＳＶは、ＣＷに対し、様々な局面で的確な指導指示を行う必要がある。生 

活保護業務を行う際には、各種社会保障制度や他法他施策等の社会資源に 

習熟しておく必要があるとともに、面接・相談時の対応技術等、対人援助 

に係る知識や技術を幅広く習得しておく必要がある。ＣＷとともに学び、 

ＣＷが自ら学んでいこうとする姿勢を促すことが必要である。 

     

SV、CW、その他職員各年度別人数 

年度 ＳＶ ＣＷ 医療介護担当 経理担当 会計年度職員 

Ｈ30 ３人（係長１人含む） ９人 １人 １人 ４人 

Ｒ元 ３人（係長１人含む） ８人 １人 １人 ４人 

Ｒ2 ３人（係長１人含む） ７人 ２人 １人 ４人 

Ｒ3 ２人（係長１人含む） ６人 ２人 １人 ４人 

Ｒ4 ２人（係長１人含む） ５人 １人 １人 ５人 

Ｒ5 ２人（係長１人含む） ６人 １人 １人 ３人 

R6 １人 ７人 １人 １人 ３人 

   ※監査時に作成するため、Ｈ３０～Ｒ４は９月３０日現在、Ｒ５は１０月１日現在、 

    Ｒ６は１１月３０日現在の数値となっています。 
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CW各年度別受持世帯数       

年度 
ＣＷ 

合計 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ 

Ｈ30 
世帯 76 71 55 77 69 75 68 59 73 623 

人数 88 82 66 89 79 80 86 69 85 724 

Ｒ元 
世帯 79 74 70 73 68 71 74 75  584 

人数 97 85 80 81 71 75 87 89  665 

Ｒ2 
世帯 70 76 79 63 93 74 109   564 

人数 82 92 87 72 105 84 119   641 

Ｒ3 
世帯 89 88 89 97 95 73    531 

人数 101 99 103 105 107 83    598 

Ｒ4 
世帯 71 109 96 109 108     493 

人数 81 122 111 119 118      551 

Ｒ5 
世帯 77 79 73 88 72 78    467 

人数 87 91 77 101 81 87    524 

Ｒ6 
世帯 113 78 94 37 104 109 38   573 

人数 134 88 123 37 127 117 38   664 

※監査時に作成するため、Ｈ３０～Ｒ４は９月３０日現在、Ｒ５は１０月１日現在、 

 Ｒ６は１１月３０日現在の数値となっています。 
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第３ 保護係における職場研修および相談体制 

職員研修担当課において実施している「新採用職員研修」および「公務員 

倫理研修（ＤＶＤ視聴研修含む）」といった職員倫理の保持に関する研修に 

加え、保護係においても生活保護業務についての各種研修を実施し、知識の 

向上を図り保護業務の適正実施に努めている。 

・ 保護係独自の研修としては新任ＣＷに対し係長から係業務の概要説明を

行う。 

・ 県の研修が年に数回あり、できるかぎり参加している。内容としては、県

の保護担当者による厚生労働省の各種通達の周知や制度説明、また新任

ＣＷへの研修である。 

・ 毎月事務研究会を開き情報共有や知識習得の場を設けている。 

・ 基本的には新規相談者が来た際は、ＣＷ２名で対応する。女性の相談者

の場合は女性ＣＷが中心となって対応している。  
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＜参考法令＞ 

【社会福祉法抜粋】 

第１４条（設置） 

都道府県及び市（特別区を含む。以下同じ。）は、条例で、福祉に関する事務所 

を設置しなければならない。 

２ 都道府県及び市は、その区域（都道府県にあっては、市及び福祉に関する事務  

所を設ける町村の区域を除く。）をいずれかの福祉に関する事務所の所管区域と 

しなければならない。 

３ 町村は、条例で、その区域を所管区域とする福祉に関する事務所を設置するこ 

とができる。 

４ 町村は、必要がある場合には、地方自治法の規定により一部事務組合又は広域 

連合を設けて、前項の事務所を設置することができる。この場合には、当該一部 

事務組合又は広域連合内の町村の区域をもつて、事務所の所管区域とする。 

５ 都道府県の設置する福祉に関する事務所は、生活保護法、児童福祉法及び母子 

及び父子並びに寡婦福祉法に定める援護又は育成の措置に関する事務のうち都

道府県が処理することとされているものをつかさどるところとする。 

６ 市町村の設置する福祉に関する事務所は、生活保護法、児童福祉法、母子及び 

父子並びに寡婦福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法及び知的障害者福祉法に  

定める援護、育成又は更生の措置に関する事務のうち市町村が処理することとさ 

れているもの（政令で定めるものを除く。）をつかさどるところとする。 

７ 町村の福祉に関する事務所の設置又は廃止の時期は、会計年度の始期又は終期 

でなければならない。 

８ 町村は、福祉に関する事務所を設置し、又は廃止するには、あらかじめ、都道 

府県知事に協議しなければならない。 
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第１５条（組織） 

福祉に関する事務所には、長及び少なくとも次の所員を置かなければならない。 

ただし、所の長が、その職務の遂行に支障がない場合において、自ら現業事務の

指導監督を行うときは、第一号の所員を置くことを要しない。 

一 指導監督を行う所員（※ＳＶ） 

二 現業を行う所員（※ＣＷ） 

三 事務を行う所員 

２ 所の長は、都道府県知事又は市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）の指 

揮監督を受けて、所務を掌理する。 

３ 指導監督を行う所員は、所の長の指揮監督を受けて、現業事務の指導監督をつ 

かさどる。 

４ 現業を行う所員は、所の長の指揮監督を受けて、援護、育成又は更生の措置を 

要する者等の家庭を訪問し、又は訪問しないで、これらの者に面接し、本人の資 

産、環境等を調査し、保護その他の措置の必要の有無及びその種類を判断し、本 

人に対し生活指導を行う等の事務をつかさどる。 

５ 事務を行う所員は、所の長の指揮監督を受けて、所の庶務をつかさどる。 

６ 第一項第一号及び第二号の所員は、社会福祉主事でなければならない。 

 

第１６条（所員の定数） 

所員の定数は、条例で定める。ただし、現業を行う所員の数は、各事務所につ 

き、それぞれ次の各号に掲げる数を標準として定めるものとする。 

一 都道府県の設置する事務所にあっては、生活保護法の適用を受ける被保護世 

帯（以下「被保護世帯」という。）の数が三百九十以下であるときは、六とし、被 

保護世帯の数が六十五を増すごとに、これに一を加えた数 

二 市の設置する事務所にあつては、被保護世帯の数が二百四十以下であるとき  

は、三とし、被保護世帯数が八十を増すごとに、これに一を加えた数 

三 町村の設置する事務所にあつては、被保護世帯の数が百六十以下であるとき 

は、二とし、被保護世帯数が八十を増すごとに、これに一を加えた数 
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第１７条（服務） 

第十五条第一項第一号及び第二号の所員は、それぞれ同条第三項又は第四項に規

定する職務にのみ従事しなければならない。 

ただし、その職務の遂行に支障がない場合に、これらの所員が、他の社会福祉又

は保健医療に関する事務を行うことを妨げない。 

 

第１８条（設置） 

都道府県、市及び福祉に関する事務所を設置する町村に、社会福祉主事を置く。 

２ 前項に規定する町村以外の町村は、社会福祉主事を置くことができる。 

３ 都道府県の社会福祉主事は、都道府県の設置する福祉に関する事務所において、  

生活保護法、児童福祉法及び母子及び父子並びに寡婦福祉法に定める援護又は育 

成の措置に関する事務を行うことを職務とする。 

４ 市及び第一項に規定する町村の社会福祉主事は、市及び同項に規定する町村に 

設置する福祉に関する事務所において、生活保護法、児童福祉法、母子及び父子  

並びに寡婦福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法及び知的障害者福祉法に定め 

る援護、育成又は更生の措置に関する事務を行うことを職務とする。 

５ 第二項の規定により置かれる社会福祉主事は、老人福祉法、身体障害者福祉法 

及び知的障害者福祉法に定める援護又は更生の措置に関する事務を行うことを 

職務とする。 

 

第１９条（資格等） 

社会福祉主事は、都道府県知事又は市町村長の補助機関である職員とし、年齢十

八年以上の者であつて、人格が高潔で、思慮が円熟し、社会福祉の増進に熱意があ

り、かつ、次の各号のいずれかに該当するもののうちから任用しなければならない。 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学、旧大学令（大正  

 七年勅令第三百八十八号）に基づく大学、旧高等学校令（大正七年勅令第三百  

八十九号）に基づく高等学校又は旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号） 

に基づく専門学校において、厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を 

修めて卒業した者（当該科目を修めて同法に基づく専門職大学の前期課程を修 

了した者を含む。） 
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二 都道府県知事の指定する養成機関又は講習会の課程を修了した者 

三  社会福祉士 

四 厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者 

五 前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者として厚生労  

 働省令で定めるもの 

２ 前項第二号の養成機関及び講習会の指定に関し必要な事項は、政令で定める。 
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第３章 保護係職員による不適切事案の概要 

第１ 事案１ 

   受給者に、口頭で同意を受け、毎日来所を求め、1日１，０００円を基本 

に保護費を分割で渡すこと、必要に応じ追加で渡すことを説明した上で、残 

金を金庫で保管していた。また、来所にあわせ、ハローワークの求職活動を 

指導していた。「本人は分割を同意していない、求職活動を条件だと認識し 

ていた」と報道された。 

 

第２ 事案２ 

  受給者に、口頭で同意を受け、毎週来所を求め、本人必要額を基本とし保 

 護費を分割で渡し、残額を金庫で保管していた。「本人は同意していない、必 

要な支出ができなかった」と報道された。 

 

第３ 事案３ 

  生活保護支給決定の際、９月・１０月分を決定すべきところを、１０月分 

の支給を決定しなかった。その後、１０月分の支給決定については、１１月   

分の支給決定とともに約２～３週間遅延した。９月分の保護費支給は支給決 

定から約３週間後、１０月・１１月分の支給は本来支給決定すべき日から約   

１か月後となった。 受給者からは、決定通知書を受け取っていないこと、 

また、９月分保護費の受領印を押していないことの申し出があった。担当 

ＣＷは８月に申請者本人が保護相談に来所した際、本人の意思で保護申請を 

しなかったと認識していたが、「受給者は担当者から生活保護を実施できな 

いと言われ申請できず９月に弁護士同席で申請できたとの認識であったこ 

と」が報道された。 
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第４章 当委員会によるアンケート調査等の概要 

 第１ 職員アンケートの概要 

        職員を対象としたアンケートについては、第５回会議において内部調査

チームによるヒアリング結果報告書（退職者）総括の中に、「厳しい指導を

した管理職がいた」 との内容があった。このことについて、現職職員から

も事実聴取としてアンケートを行った。質問は全２問。 

 

事実聴取実施方法；書面によるアンケート方式 

・実施期間  令和６年１１月２７日から令和６年１２月６日 

・対象人数  平成２２年度から令和５年度までの生活保護業務に従事 

         したことのある職員４３人（回答者数３９人）         

・聴取結果  資料 １５－２改 

  第三者委員会が行った事実聴取結果のとおり 

 

第２ 第三者委員会に寄せられた情報提供の概要 

  桐生市の生活保護行政の遂行状況を把握するため、福祉事務所職員から実

際に対応されたことのある人、その場に居合わせたことのある人を対象に、

情報提供をお願いするアンケートフォームを作成し、実施した。 

 

事実聴取実施方法；アンケートフォーム方式 

・回答期間  令和７年１月６日から令和７年１月２４日 

・回答件数  １１５件 

・聴取結果  資料 １５－３ 

         第三者委員会へ寄せられた情報提供の概要のとおり 
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第５章 内部調査の概要 

第１ 在職職員に対する内部調査の概要 

    実施方法；対面によるヒアリング方式 

・実施期間  令和６年５月２０日から令和６年７月１０日 

・実施時間  延べ２８時間４０分（１５日間） 

・対象人数  ４３人 

平成２２年から令和５年度に生活保護業務に 

従事していたことのある職員を対象とした。 

・聴取結果  資料 １３－１ 

不適正な生活保護業務に対する内部調査報告書のとおり 

 

 第２ 退職した職員に対する内部調査の概要 

    実施方法；対面によるヒアリング方式 

    ・実施期間  令和６年７月１８日から７月２６日まで 

・実施時間  延べ５時間（３日間） 

・対 象 者  ５人 

平成２６年度から令和５年度までの１０年間において保健福祉部長 

もしくは福祉課長を経験したことのある元職員を対象とした。 

・聴取結果  資料 １３－３ 

桐生市生活保護の適正化に関するヒアリング結果報告書 

（退職者）総括のとおり 
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第６章 市が実施・検討している是正改善策 

委員会の中で、市から群馬県による特別監査や市の自己点検を踏まえて、 

既に実施・検討している是正改善策が次のとおり説明され、確認を行った。 

第１ 面接相談 

１ 面接相談時の対応について 

相談者の困窮状況について、収入・手持金・預貯金がない、食事を摂取 

    していない、水道・電気等のライフラインが止められているなど、急迫状   

況にないかの詳細な聴取を徹底できていなかった。 

    【是正改善策】 

・面接相談に際しては、必ず群馬県発行の「生活保護のしおり」を使って 

制度説明を行い、保護申請に条件があると誤解されるような制度説明や 

助言等、申請権の侵害が疑われるような行為など相談者に誤解されるこ 

とのないよう丁寧に制度説明を行うようにした。 

・「開始時チェックシート」を新たに作成し、相談時に制度の説明漏れがな 

 いように確認するとともに、相談者が窮迫状況にないか、詳細な聴取を 

行うことを徹底した。 

・取下げの申し出があった際は、慎重に検討するよう助言し、本人の意思 

が固い時は将来の見通しがあるか、今後の生活に問題ないか等を聞き取 

ることを徹底した。 

 

   ２ 制度の周知について 

保護申請に条件があると誤解されるような制度説明や助言等、申請権の 

侵害が疑われるような行為があった。保護のしおりやホームページ等にお 

いても適切な制度周知ができていなかった。 

【是正改善策】 

・「生活保護のしおり」及び「生活保護法による保護開始申請書」を窓口に 

置き、市民がいつでも手に取れるようした。 

・市ホームページの「生活保護制度」に関するページについて、閲覧者に 

 分かりやすいよう詳細な説明を加えた。 
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   ３ 相談内容の記録について 

相談者からの相談内容、助言した内容、生活困窮の状況及び申請意思の 

有無等、面接相談において必要な内容が面接相談記録票に記録されていな 

い事例があった。 

【是正改善策】 

・「相談受付票」の見直しを行い、身体状況欄、申請の意思確認欄、ケース 

ワーカー確認欄を追加した。 

・保護申請に至らなかった場合は、双方に記録を残すため「相談受付票」 

の写しを相談者に交付するとともに、申請意思がないことの再確認を徹 

底した。また、支援が必要と考えられる場合は、速やかに関係機関と協 

議することとした。 

・「面接記録票」は原則翌日までに回付することとし、課長、係長及び査察 

 指導員が記録内容を精査して、聞き取り内容や助言に漏れや誤りがない 

ことの確認を徹底した。 

・相談者からの相談内容、助言した内容、生活困窮の状況及び申請意思の 

 有無等、面接相談において必要な内容を漏れなく聴取し、面接相談記録 

票やケース記録等に記載することを係内で徹底した。 

 

第２ 生活保護費の管理 

  １ 生活保護費の支給方法について 

生活保護費を当月中に全額を支払っていないケースがあったほか、被保 

    護者に対する対面指導等不適切な理由での分割支給や過度な分割支給が 

あった。また、生活保護費支給の口座振込が徹底されず、返還金（法第 

６３条、法第７８条等）の徴収についても、納付書払い又は公金振替が徹 

底できていなかった。 

【是正改善策】 

・分割支給は行わないこととし、前渡しによる当月中の全額支払いを厳守 

 することを徹底した。 

・窓口支給者をチェックし、預貯金口座を作れないなど特別な理由以外は 

 口座振込で支給することをした。口座振込を徹底するため、口座支給へ 
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切り替えができないか、毎月、定例支給のタイミングで係長及び査察指 

導員が確認することとした。 

・返還金の徴収については、本人による納付書払いに変更し、本人が同意 

 する場合は必要な手続を行った上で天引きによる徴収を行うこととし 

た。 

 

  ２ 支給に係る事務処理について 

生活保護費の支給等に当たって、本人の同意なく書類に押印することが、  

    あった。会計処理について、市の会計規則等に沿って、適切に行われてい 

    なかった。また、管理職による管理が徹底できていなかった。 

【是正改善策】 

・被保護者からやむを得ない理由での依頼があった場合を除き、職員が書 

 類に押印することのないよう徹底した。 

・現金支給する際は、経理担当者がケースワーカー同席のもと支給を行い、 

          本人から押印または自署を受けることを徹底している。また、桐生市財 

     務規則に準拠した保護費支給マニュアルを作成し、運用を始めた。 

 

   ３ 金庫及び現金の管理について 

未支給分の生活保護費や被保護者から、預かった現金を所内の金庫に 

保管していたケースがあった。 

【是正改善策】 

・課内一時保管金庫の鍵は、係長が管理することとし、係長が週１回、 

出納履歴及び金庫の残金を確認することとした。 

・課内での随時支給の資金前渡金現金管理を廃止し、都度、資金前渡口座 

 から引き出す方法に変更し、現金を扱う機会を縮減した。 
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第３ 届出等諸対応 

   １ 扶養届について 

本人の了承なしに、第三者が代筆した扶養届が、受理されていたケース 

があった。また、扶養義務者の世帯状況や収入状況等を踏まえた実現可能 

な仕送り額の確認ができておらず、扶養義務者からの金銭的な援助につい 

て、扶養届において「不足分」や「不足額」と記入していた。 

【是正改善策】 

・扶養届の受理にあたっては、扶養義務者本人に記載してもらうことを 

徹底している。また、扶養義務者本人が記入できない場合については、 

扶養義務者の意向を口頭聴取し、記録に残すことを徹底した。 

・扶養義務者から扶養届を受理する際は、扶養義務者へ制度上の説明を 

丁寧に行い、無理な支援は求めず、世帯状況や収入状況等について具体 

的に記載をしてもらい、実現可能な仕送り額や仕送り方法を確認するこ 

とを徹底した。 

・扶養義務者から引取りに関する扶養届を受理する際は、世帯状況や収入 

     状況等について、できるだけ詳しく記載してもらい、確認することを徹 

底した。 

・仕送りに至った経緯をケース診断会議で報告するとともに、ケース記録 

へ記載することを徹底した。 

 

  ２ 金銭管理指導について 

家計改善のために家計簿を提出させることについて、その理由を明確化 

せず、書面での本人の同意を得ていなかった。第三者による金銭管理につ 

いて、本人の意思や利用の経緯が記録されていなかった。 

【是正改善策】 

・家計改善のための家計簿の作成については助言のみとし、提出は求め 

ず、本人から希望があった場合にのみ内容確認を行うことを徹底した。 

・第三者による金銭管理は、適切な制度説明を行い、本人から希望が 

あった場合のみ、金銭管理団体の紹介を行うことを徹底した。 
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３ 廃止時の確認について 

保護廃止に際しては、その後に安定した生活を送ることができるかの 

確認ができていない事例があった。 

【是正改善策】 

・保護廃止に際しては、その後に安定した生活を送ることができるか、 

生活の目途をよく聞き取りをして確認するようにし、生活に困った際は 

いつでも再相談に応じる旨の説明を徹底した。 

・辞退による保護廃止者に対し、「生活保護のしおり」及び「生活保護法に 

よる保護開始申請書」を配付することを徹底した。 

 

４ その他総括的改善策 

（１）要保護者の権利尊重について 

面接相談から生活保護廃止に至るまで、要保護者の権利を尊重した 

対応の徹底ができていなかった。 

【是正改善策】 

・全係員が要保護者の立場に寄り添った、より丁寧なケースワークを 

実践し要保護者の権利を尊重した対応を徹底した。 

・福祉事務所長をはじめ所員が一丸となって、法令を遵守した適正かつ 

市民に寄り添った生活保護業務を遂行していける環境づくりに鋭意   

取り組む。 

 

   （２）事務処理のルール化とチェック体制について 

規程の整備やチェックリストによる確認の徹底ができていなかった。 

【是正改善策】 

・福祉事務所長は、改善措置が実施されているかの状況把握のため係 

会議の結果報告を確認することとした。 

・適正な生活保護業務が実施できるよう「生活保護事務処理の手引き」 

を作成し、日常業務や事務引継ぎ時において活用する。 

・必要な規程の洗い出しを行い、順次、整備する。 

・整備したチェックリスト等については、年１回は確認を行い、必要に 
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応じて改定する。 

 

（３）業務体制の整備について 

【是正改善策】 

・女性職員を２名配置し女性相談者がより相談しやすい体制を構築した。 

 うち、１名は社会福祉士資格を有し、専門スキルを生かした業務遂行 

ができるようになった。 

・過去からの監査指摘事項を職員が速やかに確認できるよう整理して 

データ化し、年度初めの業務説明や事務引継ぎ、事務研究会等を通じ、 

誤った処理や不適切な対応が起こらないよう業務環境を整える。 

 

（４）事務処理能力の維持・向上について 

要保護者の権利尊重に関する研修の企画実施や他機関が実施する 

研修の受講ができていなかった。 

【是正改善策】 

・改善すべき事項を重点項目として掲げ、定期的に係内会議での共通 

認識化を図った。 

・生活保護手帳の「生活保護実施の態度」を常に見えるところに掲げ、

毎月の会議で参加者全員が読み上げ、態度の徹底を図った。 

・これまで参加している群馬県主催の研修に加え、新たに厚生労働省 

主催の研修や市町村アカデミー等の生活保護研修を受講した。今後に 

ついても各種研修会・会議に参加して先進自治体等との情報交換を行 

い、生活保護業務に係る最新の知見を収集・習得し、職場内で共有す 

る。 

・人権についての専門家を講師とした動画研修、面接相談のＤＶＤ研修 

を企画し、管理職を含めた生活保護業務関係全職員が参加した。 

・日々の業務の中から生活保護制度の理解に努め、各職員の自己研鑽を 

奨励し、小グループ研究による事例の詳細な検討に努める。 
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第７章 委嘱事項に対する当委員会の調査結果 

第１ はじめに 

 １ 所掌事務等 

  当委員会は、桐生市生活保護業務の適正化に関する第三者委員会設置 

条例（以下「設置条例」と略記する。）第１条「客観的かつ公正な第三者の 

立場から検証を行い、その原因究明と再発防止の徹底を図ること及び桐生 

市の生活保護業務の執行全般について検証を行うことを目的」としている 

点を踏まえ、設置条例第２条により定められた次の各事項について検討し、 

その結果を市長に報告することを所掌事務としている。 

（１）不適切事案の原因の究明に関すること。 

（２）今後の生活保護に関する事務執行のあり方に関すること。 

（３）再発防止策に関すること。 

（４）不適切事案以外の桐生市の生活保護業務の執行に関すること。 

（５）その他委員会が必要と認める事項 

以下では、上記（１）不適切事案の原因の究明、同（４）不適切事案以 

外の桐生市の生活保護業務の執行に関すること、同（２）今後の生活保護 

に関する事務執行のあり方に関すること、同（３）再発防止策に関するこ 

との順に検討し、終わりに（５）その他委員会が必要と認める事項につい 

ても触れることとする。 

   なお、資料等においては、桐生市福祉事務所、保護係等の様々な表現が 

あるところであるが、第７章においては、生活保護法による保護実施機関   

として桐生市福祉事務所との表記を用いることとし、現業員をＣＷ（ケー 

スワーカー）、査察指導員（ＳＶと表記することもある。）、福祉事務所長 

（保健福祉部長と表記することもある。）等社会福祉法が定める用語を 

基本として用いることとした（ＣＷ、ＳＶなどの総体として「職員」とい 

う表記を用いる部分もある。）。 

また、生活保護法の規定では、生活保護を受けている市民について 

「被保護者」、現に保護を受けているといないとにかかわらず、保護を必 

要とする状態にある市民を「要保護者」としているため、法文の規定等を  

引用する場合にはその文言を用いるが、法文の規定等の引用をする場合 
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以外について、第７章においては、現に生活保護を受けている市民につい 

ては、憲法２５条の理念、生活保護法で定められた生活保護の権利性と 

いった点を考慮し、また他の福祉分野において行政から福祉サービスを 

受ける者を「利用者」と呼称している点を加味し、被保護者という法律 

用語ではなく「生活保護利用者」という表現を用いることを基本として 

いる。なお、「受給者」といった表現は好ましくないものと考え、資料等 

からの引用個所を除いて、原則として用いない。 

 

２ 検討、検証に当たって依拠すべき法令解釈等 

   桐生市における生活保護に関する事務執行の在り方を検討するうえで

当委員会が参照することになる、生活保護に関する法令等の規定内容を 

まず確認しておく。 

（１）生活保護の実施機関 

生活保護法は、「日本国憲法２５条に規定する理念に基づき、国が生活 

に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を 

行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長するこ 

とを目的とする」ものと規定して（生活保護法１条）、生活保護の実施に 

関する国家責任を明らかにしている。そして、同法１９条１項は、その 

保護実施機関として「市長」を掲げ、同条４項において「その管理に属 

する行政庁」、すなわち社会福祉法１４条１項により市に設置が義務付 

けられている福祉事務所に保護実施が委任されている（社会福祉法１４ 

条６項）。 

したがって、桐生市福祉事務所は、桐生市における生活保護実施機関 

であり（桐生市福祉事務所長には、桐生市保健福祉部長が任命されてい 

る。第１回議事録ｐ１４）、生活保護法、生活保護法施行令、生活保護法 

施行規則、これらの行政解釈である通知等のほか桐生市生活保護法施行 

細則に従った法令執行を行う（法定受託事務。地方自治法２条９項１号）。 

（２）相談事務を所掌する福祉事務所 

桐生市福祉事務所は、生活保護を利用しているかどうかを問わず生活 

     保護法による保護を必要とする市民（生活保護法６条２項が定める「要 
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保護者」である。）に対し、その市民の「自立を助長するために」相談に 

応じ、必要な助言をすることができる（生活保護法２７条の２。地方自 

治法２条８項の自治事務にあたる。）。 

社会福祉法１５条４項は、ＣＷについて、「現業を行う所員は、所の長 

     の指揮監督を受けて、援護、育成又は更生の措置を要する者等の家庭を 

訪問し、又は訪問しないで、これらの者に面接し、本人の資産、環境等 

を調査し、保護その他の措置の必要の有無及びその種類を判断し、本人 

に対し生活指導を行う等の事務をつかさどる」ものとしており、生活保 

護法２７条の２とともに、ＣＷが行うケースワークについての法的な論 

拠となるものと考えられる。 

（３）「自立の助長」＝自立支援の重要性 

このように法令等の規定を確認すれば、生活保護の実施機関である 

     桐生市福祉事務所は、生活保護を実施する中でのあらゆる場面において、 

「自立の助長」を目的として事務執行をすることが求められていること 

が明らかである。 

そのため、生活保護法が目的とする「自立の助長」の概念を誤って 

理解することは避けなければならない。 

生活保護法成立当時においては、公私の扶助を受けず自分の力で社会 

     生活に適応した生活を営むことができるよう助け育てていくことと 

理解されていた（復刻版「改訂増補生活保護法の解釈と運用」厚生省社 

会局保護課長小山進次郎著ｐ９４参照）。つまり、経済的自立が主体と 

理解されていたのである。 

もっとも、現在においては、社会保障審議会 生活困窮者自立支援及び 

     生活保護部会（第１５回、令和４年（２０２２年）６月１７日実施）に 

おける「資料２ 被保護者に対する自立支援のあり方について（参考資 

料①１５－４－１）」にまとめられている通り、経済的自立にとどまら 

ない「自立支援プログラム」の導入が促されている（一部事業は、令和 

６年中の改正生活保護法の施行によって必須化等されている。）。 

その趣旨は、平成１６年（２００４年）１２月１５日付の生活保護 

制度の在り方に関する専門委員会が公表した報告書（参考資料①１５－ 
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４－１ｐ３で引用される部分参照）の内容を受けたものとなっている。 

同報告書では、自立の助長について「自立支援」と現代的な表現に置き 

換えたうえで、『社会福祉法の基本理念にある「利用者が心身共に健や 

かに育成され、又はその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと 

ができるように支援するもの」を意味』することが確認されている。そ 

のうえで自立支援の在り方について、『就労による経済的自立のための 

支援（就労自立支援）のみならず、それぞれの被保護者の能力やその抱 

える問題等に応じ、身体や精神の健康を回復・維持し、自分で自分の健 

康・生活管理を行うなど日常生活において自立した生活を送るための支 

援（日常生活自立支援）や、社会的なつながりを回復・維持するなど社 

会生活における自立の支援（社会生活自立支援）をも含むもの』である 

としている。 

同報告書にある自立支援の在り方の実現を目指すため、厚生労働省は、 

各生活保護実施機関に対し、「生活保護制度について、経済的な給付に加 

え、組織的に被保護世帯の自立を支援する制度に転換するため、その具 

体的実施手段として「自立支援プログラム」の導入を推進」する旨の通 

知（２００５年３月３１日付「平成１７年度における自立支援プログラ 

ムの基本方針について（厚生労働省社会・援護局長通知）」）を発出し、 

以後も継続して自立支援プログラム導入を求めている 

（参考資料①１５－４－１p７で引用されている部分参照）。 

したがって、生活保護の実施機関である桐生市福祉事務所は、組織的 

に、就労による経済的な自立の支援にとどまらず、それぞれの被保護者 

の能力やその抱える問題等に応じ、身体や精神の健康を回復・維持し、 

自分で自分の健康・生活管理を行うなど日常生活において自立した生活 

を送るための支援（日常生活自立支援）や、社会的なつながりを回復・ 

維持するなど社会生活における自立の支援（社会生活自立支援）をも目 

的として事務執行をすることが求められている（なお、令和７年４月１ 

日施行の生活保護法改正内容も参照されたい。２０２４年９月６日付厚 

生労働省社会・援護局保護課作成「令和６年生活保護法等の改正につい 

て」参考資料②１５－４－２参照）。 
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第２ 不適切事案の原因の究明 

１ 事案１について 

（１）桐生市福祉事務所による報告内容 

 第１回委員会で報告された事案１及び事案２に関する桐生市福祉事  

務所の報告内容は、当該生活保護利用者の生活保護費について分割給付 

とすることについて口頭での同意を得ていたというものであった 

（資料４）。 

また、事案１では毎日来所を求めることについても口頭での同意を 

得ていたとし、毎日の来所に合わせてハローワークでの求職活動を行う 

よう、指導していたというものであった（資料４）。 

そのうえで、毎日の来所、支払いに条件を付しているかのような誤解 

     を与えた点、金庫での金銭保管を不適切だったとし、金庫での金銭保管 

に問題意識がなかったことや、分割支払いについて同意を得たことを書 

面化していなかったことが問題点だと分析した旨の報告があった 

（資料４）。 

なお、この報告内容は、令和５年１２月１８日付で桐生市として公表 

     しているものと同様であるが、桐生市福祉事務所内での調査結果であっ 

て、桐生市としての調査を経たものではないことが説明された 

（第１回議事録ｐ３０）。 

（２）当委員会による事実調査 

   事案１本人に協力を得て事実聴取を行った（資料１５－２改、第１）。 

  その結果、概ね次のような事実関係を聴取できた。同人のケース記録 

についても開示を受け、照合をするなどした。 

ア 生活保護申請時点の事情 

２０２３年７月２６日、事案１の当事者は、支援担当者と生活保護 

      申請のために、事前連絡の上、窓口に出向いた。 

しかし、同支援者の同席を認めるか否か、同席したうえで支援担当 

者の発言を認めるか否かをめぐり桐生市福祉事務所の否定的対応の 

      ために、支援担当者が群馬県に逐一電話確認をする等で時間を要した。 

      その後支援者同席のもとで保護申請をするにいたった。 
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イ 生活保護開始決定後の事情（分割支給） 

 申請後、桐生市福祉事務所から生活保護決定があったという連絡を 

受け、２０２３年８月１８日に出向いた。その際、古い借金が話題に 

なり、すでに消滅時効期間が過ぎている状況があり、保護費から借金 

を返すことはないということを伝えたが、ＣＷから「様子見で１日 

１，０００円を現金で払う」という話をされた。この点については、 

桐生市福祉事務所として決定した内容を伝えるというだけで、こちら 

の了解をもらうという対応ではなかった。そういうものなのかと思い、 

従わざるを得なかった。 

自分には、糖尿病のほか膝の痛みがある状況だったが、「ハロー 

ワークに毎日行って、（求職活動状況・収入申告書という書面に） 

ハンコを押してもらわないと１日１，０００円は支払えない」、 

「（調子が悪くてハローワークに行けないとしても、行かない場合 

に）１日１，０００円は出せない。まとめて出ることもない。」と 

ＣＷから言われた。また、自宅から毎日ハローワークに通う（その 

あと桐生市福祉事務所の窓口に出向く。）にはバスに乗るしか交通 

手段がないが、ＣＷからバスの定期券６，０００円を自分の所持金 

から購入するよう言われた（ケース記録には、事案１本人が提出 

した生計費の支出資料として、おびただしい数のレシートが添付 

され、日々の購入品の個別名称や個別金額の詳細をすべてＣＷに 

報告していることが認められた。その中には、保護開始当初に購入

したバス回数券６，０００円の領収書も確認できた。）。 

翌月になれば、前月分の生活保護費のうち、まだ手渡されていな 

い残りの金額を渡してもらえると思っていたが、渡してもらえなか 

ったし、ＣＷから残金分を渡すという話もなかった。結局、司法書 

士に同席してもらった２０２３年１０月になるまで清算されること 

がなかった（ケース記録の付属書類のなかに、Ａ４サイズの白紙が 

複数枚存在し、そこには、『生活費として１，０００円などを受け 
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取った』旨の筆記による記載と受領した日付の記載（連日の日付が 

書かれている）のほか、本人が記載した署名、本人による捺印が、 

受領日毎に、上段から下段へ連続して記載されている。当該記載を 

追ってみても、翌月の支給日までに前月分の未交付金額について清 

算払いがされた旨の記載はなかった。）。 

      ウ 生活保護利用中の事情 

保護開始後、指示に従ってハローワークに毎日出向き、その足で 

桐生市福祉事務所に行き、１日につき１，０００円ずつ保護費をもら 

っていたものの、１日１，０００円ではきついという話をＣＷにした 

ことがあった。しかし、ＣＷから「生活保護を切ることは、いつでも 

できる」という内容の話をされ取り合ってもらえなかった。 

また、毎日求職活動を続けている中で、「このまま仕事に就かない 

      のであれば、生活保護をやめる可能性がある」という話までＣＷから 

されたことがある（ケース記録では、２０２３年９月１１日に至る 

まで毎日ハローワークで求職活動をしていた記録が存在するが、同日 

付と考えられる生活保護法２７条１項に基づく指導指示書が存在し、 

そこでは「定期的かつ頻繁にハローワークに通い求職活動を行うと 

ともに、その日のうちに福祉事務所に来所し求職活動の報告を行う 

こと」という指導内容が記載されている。）。 

害虫駆除など日常生活の困りごとをＣＷに相談しても取り合って 

もらえないことも経験しており、生活保護をあきらめさせたいのだろ 

うと感じた。 

（３）当委員会としての見解（原因の究明） 

     ア 生活保護申請時の事情（支援担当者の同席等） 

   一般に、生活保護の申請のために相談に訪れた市民が同伴者ととも 

に窓口に来所した場合、個人情報に立ち入った内容を聴取する必要が 

あることから、そのプライバシーに配慮したきめ細やかな対応が福祉 

事務所に求められる（生活保護行政を適正に運営するための手引資料 

１０－１－３－２改ｐ６７２参照。以下「手引」と略記する。）。 
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そのため、要保護者（生活保護法６条２項）にあたりうる市民本 

人のみではなく、第三者が同席することに福祉事務所として懸念点 

が生じることは理解ができる。 

また、不用意に第三者の介入を招くことによる手続の混乱等を回 

      避する必要性も理解できるところである。 

   もっとも、要保護者（市民）本人が抱えている生活上の課題等に 

ついて、本人だけが的確にとりまとめてＣＷに対し要領よく伝達でき 

るとは限らない。手引（資料１０－１－３－２改ｐ６７３）において 

も、各種相談員、水道・電気事業者等関係機関とも連絡・連携するこ 

とが求められており、その際に本人からの同意書を徴求する扱いとな 

っていることは周知のとおりである。 

   このような運用があることを踏まえれば、生活保護の申請にあたっ 

ての同伴者（第三者）が同席する場合について、本人の抱える社会生 

活上の困難な問題点を同伴者が把握しており、それをＣＷに対して端  

的に情報提供することができる立場にあることを確認することのほ 

か、本人が同伴者の同席を承諾していることを確認することで、前記 

の懸念点等を払拭することが可能ということができる。 

そうすると、要保護者（市民）が、自ら同伴者を伴って窓口に来所 

      している状況がある場合には、ＣＷは、本人に対し、当該同伴者が 

      どのような目的で同席しているのか（福祉関係者等として本人の支援 

をしている等）といった点を確認し、その同席目的に照らし本人の社 

会生活上の困難な問題点を的確に知り、伝達することができる立場に 

あるか否かを確認すること、そして、プライバシーに立ち入った事実 

聴取を行う際に当該同伴者の同席を続けることについて、本人が承諾 

しているのかどうかの意思確認をすることといった対応をすること 

により、同伴者の窓口での同席相談を許諾できるかどうか判断するこ 

とが容易にできるものと考えられる。 

事案１においても、本人が支援担当者とともに事前連絡の上で窓口 

に来所しており、本人に対して支援担当者が同席する目的を確認する 

ことは容易であったと考えられる。また、支援担当者であることから  
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本人の要保護状況に関する情報提供を、的確にＣＷに説明することが 

できる立場にあることも容易に確認できたと考えられる。加えて、プ 

ライバシーに立ち入った事情聴取を行う際に、当該支援担当者が同席 

を続けることについて、本人が承諾しているかどうか、本人の意思確 

認を行うことも容易であった（事前連絡があった点からは、そのよう 

な承諾があることも推定できる。）。 

そうすると、事案１においては、保護申請のために来所した事案１ 

      本人の支援担当者の同席を認めるかどうか、同席したとして支援担当 

者の発言を認めるかどうかという点について、ＣＷが前記のような意 

思確認等の手続を怠っていることが認められる。 

また、当該支援担当者の同席を認めるかどうか、同席したうえで 

発言を認めるかどうかといった点で、時間を費やしている実情は、 

桐生市福祉事務所全体で容易に把握できる状況にあったと考えられ 

るから、必要な意思確認等をせずに、いたずらに当該支援担当者の同 

席や発言を阻害する対応を組織的に容認していたといえ、桐生市福祉 

事務所が適切な対応をとっていたと評価することはできない（資料 

１０－１－３－３改 生活保護法施行事務監査事項「７（１）面接相 

談」の項目のうち、「２（１）」参照。）。 

そうすると、事案１において、支援担当者において、ＣＷによる支 

      援担当者の同席等に関する否定的対応に対処するため、群馬県に逐一 

      確認の電話を入れざるを得なくなった事態は、好ましいものでも芳し 

いものでなかったことが明らかである。事案１本人がそのようなＣＷ 

の対応と、そのＣＷの対応を是正しない桐生市福祉事務所の姿勢を目 

の当たりにしたことを想起すれば、桐生市福祉事務所が自分の生活保 

護相談（しかも事前に連絡していた。）に対して、否定的な態度をとっ 

ていると事案１本人が受け止めることを、容易に推測することができ 

るからである。 

したがって、福祉事務所が保護の申請権を侵害していると疑われる 

      行為を、厳に慎まなければならないものとされていることを踏まえる 

と（資料１０－１－３－３改 生活保護法施行事務監査事項「７（１） 
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面接相談」の項目のうち、「２（６）」参照。）、事案１に関する生活保 

護申請時の事情（支援担当者の同席や発言に対する否定的対応）は、 

事案１本人の保護申請権を侵害していると疑われる行為であったも 

のと言わざるを得ない。 

桐生市福祉事務所が、事案１本人の生活保護申請時において、支援 

      担当者の同席や発言に対する否定的な態度をとり、申請権を侵害して 

いると疑われる行為を行った原因は、すでに検討した通り、第三者の 

同席を拒否するという結論を先行させてしまい、事案１本人の承諾の 

有無を確認する対応や、当該支援担当者が要保護者に関する事情を、 

的確に把握できる立場にあるのか否かといった点を、確認する姿勢を 

持たないままであったことにある。 

それは、桐生市福祉事務所が保護申請時における要保護者の申請権 

      を尊重する対応をとることに重点を置いていたとは言えない、組織的 

対応の不備に原因があると考えられる。 

     イ 生活保護開始決定後の事情（分割支給の合意等） 

       法令等を確認しても、生活保護費の支給方法について、これを分割 

      して生活保護利用者に交付することを禁じる規定は探知できなかっ 

た。 

       生活保護利用者が抱える社会生活上の困難に関する事情は、各人に 

よって種々のものがあることが考えられる。そのため、生活保護法の 

目的である自立の助長、すなわち自立を支援する視点から、真にやむ 

を得ない事情が認められる場合において、保護費を分割支給する例外 

的対応をとることはあり得るものと考えられる（生活保護法９条「保 

護は、要保護者の年齢別、性別、健康状態等その個人又は世帯の実際 

の必要の相違を考慮して、有効且つ適切に行うものとする。」との規定 

を参照されたい。）。 

もっとも、そのような真にやむを得ない事情が認められる例外的事  

      案であっても、生活保護法８条１項（「保護は、厚生労働大臣の定める 

基準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金 

銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行う
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ものとする。」）及び同条２項（「前項の基準は、要保護者の年齢別、性

別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を

考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであつて、且つ、

これをこえないものでなければならない。」）に違反することは、法律

違反となり許されない（同法３１条２項が「生活扶助のための保護金

品は、一月分以内を限度として前渡するものとする。但し、これによ

りがたいときは、一月分をこえて前渡することができる。」としている

点も同様の趣旨であると考えられる。）。 

したがって、福祉事務所として真にやむを得ない例外的事情に応じ 

      た分割支給を計画する場合には、その例外事情に応じた適切な分割頻 

度（毎週、半月など）に留めることや、当月分の保護費について当月 

中に全額が支給となるよう適切な分割金額の設定及び分割支給計画 

を策定することが求められるものといえる（生活保護法３１条２項 

「前渡」の実現）。 

加えて、福祉事務所は、面談相談時において要保護者に対し、制度 

趣旨を正しく理解してもらうよう十分に説明を行うことや、懇切丁寧 

な対応をすることが求められるから（資料１０－１－３－３改、生活 

保護法施行事務監査事項「７（１）面談相談」に関する２（１）等参 

照）、生活保護利用者の抱える社会生活上の困難を踏まえて真にやむ 

を得ない事情から、分割支給という例外的手法を実施する場合におい 

ては、その例外的手法の実施目的が、生活保護法の制度趣旨に沿った 

真にやむを得ない事情に基づくものであることの説明のほか、その実 

施目的を達するために策定した具体的計画（適切な範囲での分割頻度、 

分割金額を交付する旨のもの）を記した書面を示すなどして生活保護 

費の分割支給の手法を説明することが求められ、さらに、分割支給を 

受けることとなる生活保護利用者本人から当該具体的計画に基づく 

分割支給について、書面による明確な同意を得ることが求められるも 

のと考えられる（事案１より事後に発せられたものであるが、資料 

９－７－１の通知もこれと同趣旨のものであると考えられる。）。 

事案１においては、桐生市福祉事務所は、保護決定当初から、平日 
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      毎日という過度な分割頻度、かつ、１日あたり１，０００円という過 

小な金額にとどめた保護費の分割支給計画を策定していたものと考 

えられる。 

もっとも、事案１本人の抱える社会的困難を踏まえた自立支援の 

      ため、そのような分割支給計画が、生活保護法の制度趣旨に適合する 

真にやむを得ない事情があることを示すケース記録等の記載は見出 

せない。 

確かに、事案１本人の借財に関する事実関係の存在をＣＷが意識し  

      ていたことがうかがわれるものの、支給することとなる保護費を借金 

の返済に充てないようにしなければならない旨の説明が、丁寧にＣＷ 

からなされていた事情を見出すことができず、かつ、その説明を受け 

てもなお、事案１本人が保護費を借財返済に充ててしまう具体的な懸 

念が、保護決定当初から存在していたことを基礎づける事実関係の記 

載は、ケース記録等には見当たらない。 

そうすると、事案１については、分割支給計画（生活保護費を支給   

      開始当初から１日当たり１，０００円ずつの連日の分割支給とするも 

の）が、真にやむを得ない事情に基づく例外的事案であったと判断す 

ることはできない。 

かえって、事案１本人がその当時、要保護状態であったという客観 

      的な事情をも踏まえれば、真に自由な判断（分割支給を拒絶する意思 

表示を行う自由な判断）が可能であったということが、難しい状況で 

あったことが明らかであるといえるほか、当委員会が事案１本人から 

事実聴取をする中では、「様子見で」とは言われたものの、分割支給と 

なる理由をＣＷから説明されておらず、保護を受けるためには、桐生 

市福祉事務所の提案に反対できない状況であったとの認識のほか、当 

月中に受け取れない生活保護費の扱いについて、説明を受けていない 

旨の認識が示されている。 

この点についてケース記録等にあたっても、そのような過度に頻回 

      にわたる分割支給や、１日あたり１，０００円という些少な金額にと 

どめる支給額を選択することが、生活保護法の目的である自立支援の 
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ために真にやむを得ないものであることを、事案１本人に対して説明 

していたことが確認できなかった。 

また、１日１，０００円ずつの分割支給を行うだけでは、（通信費等 

      必要費の実費を別途支給するとしても）当月分の生活保護費全額を、 

当月中に事案１本人に交付しきれない事態が生じる危険がある。これ 

は、単純な計算によって判明する事情であった。 

もっとも、桐生市福祉事務所は、１日１，０００円ずつの分割支給 

      に伴って、当月内に渡し切らない未支給金が生じないための対応策を、 

      分割支給計画のなかで講じていた事情は、記録上で見出すことができ 

ない。  

そうすると、桐生市福祉事務所が組織としてこれを立案していない 

のであるから、１日１，０００円ずつの分割支給に伴って生じる、当 

月分の保護費の未支給金をどう取り扱うのかという点について、事案 

１本人に対してＣＷが説明をしなかったことが認められる。 

以上の検討を行ったところによれば、事案１本人から同意を得るた 

      めの前提として必要である桐生市福祉事務所から行うべき説明が、欠 

落していると言わざるを得ないのは前記の通りであるから、口頭での 

同意を得ていたという福祉事務所の認識は、合理性のあるものとは 

評価することができない。 

念のため、有効な口頭での合意が成立しうる事情があったといえる 

      のかどうかを検討する。 

まず、保護実施機関である桐生市福祉事務所としては、１日あたり 

１，０００円の分割支給額を、平日に連日交付するという分割支給計 

画では、最低限度の生活を保障することにつながらず、生活保護法 

１条の趣旨に反するおそれがあるものであることを認識すべきで 

あったことが指摘できる。 

そうすると、桐生市福祉事務所としては、組織として、同法１条の 

      趣旨に立ち返って、そのような過度の分割頻度と些少な分割金額に 

      よる保護費の分割支給計画の策定を、回避する選択をすることが求め 

られていたものと考えられる。 
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それにもかかわらず、桐生市福祉事務所は、事案１本人に対し、 

１か月分の生活保護費の支給決定を行いつつ、過度な分割頻度で１回 

あたり些少な分割金額を交付するにとどめる分割支給計画（前記のと 

おり本来回避すべき内容のものである。）を策定したが、その際、１か 

月分の支給決定額全額を当月内のうちに事案１本人に交付しきれな 

い未支給金が生じることとなる事実を、当該分割支給計画において考 

慮しなかったか、あるいは、過小に評価し、生活保護利用者である 

事案１本人が、被る不利益を組織的に是認していたものと考えざるを 

得ない。 

そうすると、桐生市福祉事務所が事案１本人に対して立案した保護  

費分割支給計画は、１か月分の保護費を当月内に渡し切らないことを  

前提とする不合理なものと評価せざるを得ず、生活保護法８条２項に 

よる基準額を下回る保護金品の支給しか行わないことを、組織的に決 

定したという内実をもつものと評価せざるを得ない。 

よって、当該分割支給計画を策定した組織的な判断は、生活保護法 

３条（「この法律により保障される最低限度の生活は、健康で文化的な 

生活水準を維持することができるものでなければならない。」）及び同 

法８条２項に違反するものと言わざるを得ない。 

したがって、最低基準を下回る給付を内容とする分割支給計画は、  

      生活保護法違反であるばかりか、憲法２５条の趣旨にも合致しないも 

のであって、その計画実施を提案する桐生市福祉事務所の意思表示そ 

のものが有効な法律効果を持つものであったとは評価しがたい。その 

ため、当該法令違反の内実を持つ分割支給計画について、それを受け 

入れる旨の意思表示が事案１本人から桐生市福祉事務所に対してな 

されていたか否かを問題とするまでもなく、有効な口頭での合意が成 

立しうる事情がなかったものと判断せざるを得ない。 

以上、検討したところによれば、事案１本人との間での口頭の同意 

      が存在していたかどうかは、本質的な問題ではないと考えられる。 

      事案１において過度に頻回かつ過小な金額の分割支給計画が策定さ 
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れて実施された原因は、分割支給が極めて例外的な手法であり、真に 

やむを得ない事由が必要であるという認識が、桐生市福祉事務所とい 

う組織の中に存在しなかったことに求められるほか、生活保護法８条 

２項等違反と評価できる違法な分割支給計画の策定を桐生市福祉事 

務所が組織的に許容していたことにある。 

ウ 生活保護利用中の事情（毎日の求職活動） 

事案１について、桐生市福祉事務所は、本人が受診する医師に意見 

      書を求めたところ、就労可能という回答を得ていたことから、就労指 

導の一環として、分割支給となる保護費受領のために窓口来所をする 

ことにあわせて、桐生市役所に隣接するハローワークでの毎日の求職 

活動を指導していた趣旨であったとし、それを超えて分割支給となる 

保護費の支払いに条件を付しているかのような誤解を与えた点を不 

適切であったと説明した（資料４）。 

しかし、当委員会が事案１本人から事情を聴取したところによれば、 

糖尿病のほか膝の痛みがある状況があったということであり、稼働能 

力に関する桐生市福祉事務所の判断に対し、事案１本人が一定の疑義 

を抱いていたことがうかがわれる。 

一般に、福祉事務所には、就労阻害要因を的確に把握し、就労意欲 

      の助長、生活習慣の形成等の必要な指導援助を行うことが求められる 

（生活保護法施行事務監査事項「２０個別具体的な指導援助の状況」 

に関する４（１）等参照。資料１０－１－３－３改）。 

これは、生活保護法４条１項（「保護は、生活に困窮する者が、その  

      利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の 

維持のために活用することを要件として行われる。」）に基づき、生活 

保護利用者が有する稼働能力を活用することが求められることに由 

来する、重要な指導援助である（生活保護法２７条１項「保護の実施 

機関は、被保護者に対して、生活の維持、向上その他保護の目的達成 

に必要な指導又は指示をすることができる。」との規定に基づくもの 

である。）。 
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そして、稼働年齢層の者が稼働能力を生活保護法４条１項が求める 

      程度に活用しているのかどうかは、①稼働能力の有無、②稼働能力を 

活用する意思の有無、③稼働能力を活用する就労の場の存否により判 

断し、必要に応じケース診断会議や稼働能力判定会議等により組織的 

に検討することが求められる（生活保護法施行事務監査事項「２０個 

別具体的な指導援助の状況」に関する５（１）ア参照。資料１０－１ 

－３－３）。 

また、稼働能力の活用に関する指導内容としては、就労・求職状況 

      管理台帳を整備して、その対象者に対して、求職活動状況・収入申告 

書を「毎月」提出させてその内容を把握し、必要な指導を行うことが 

福祉事務所に求められている（生活保護法施行事務監査事項「２０個 

別具体的な指導援助の状況」に関する５（１）ウ参照。資料１０－１   

－３－３）。 

もっとも、福祉事務所による生活保護利用者に対する指導は、「被保 

      護者の自由を尊重し、必要の最少限度に止めなければならない（生活 

保護法２７条２項）」うえ、同法２７条１項による指導が可能であるか 

らといって「被保護者の意に反して、指導又は指示を強制し得るもの 

と解釈してはならない（同法２７条３項）」。常に生活保護法の制度趣 

旨を正確に理解してもらうための丁寧な説明を欠かすことができな 

いものと言える（生活保護法施行事務監査事項「７（１）面談相談」 

に関する２（１）等参照。資料１０－１－３－３改）。 

そこで、事案１についてみると、桐生市福祉事務所は、求職活動 

      状況・収入申告書の提出を、毎月ではなく「毎日」という過剰頻度で 

      提出させる例外的指導を導入することを組織として決定しているが、 

ケース記録等を見ても、事案１本人について、なぜ「毎日」ハロー 

ワークの窓口で求職活動を実施しなければならないのかという点に 

関する具体的な理由に関する記載は見当たらない。 

本来、その例外的な頻度での指導を採用することについて、事案１ 

      本人の稼働能力の程度に合致しているのかどうか、事案１本人の稼働 

能力を活用する意思の支援に適しているのか、さらに事案１本人の稼 
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働能力を活用するための就労の場を得るために、連日ハローワークへ 

訪問することが、求人の実情（連日ハローワークにおいて求職活動を 

するほど求人数や職種が豊富であること等）に適合しているのか等具 

体的事情がケース記録等に記載されていなければならないところ、 

その記載が見当たらないのである。 

以上のような事実関係を踏まえると、事案１本人に対する求職指導 

（毎日ハローワークを訪問して求職活動を行うもの）は、桐生市福祉 

事務所が組織として是認していたものの、事案１本人の稼働能力に適 

合しているかどうか不明であり、稼働能力活用のための自立支援とし 

て適切なものであったかも不明である。しかも、連日という過剰な頻 

度で求職活動を行うよう求める指導が、事案１本人の稼働能力を活用 

する就労の場につながる適切な指導であったことを認める事情も見 

出すことができない（例えば、なぜ週に一度の求職活動では不十分で 

あるのかがわからない。）。そうすると、事案１本人の稼働能力活用の 

ための求職指導であることを前提としても、桐生市福祉事務所の組織 

的判断は、生活保護法２７条２項（「被保護者の自由を尊重し、必要の 

最少限度に止めなければならない」）に違反することが濃厚なもので 

あったと言わざるを得ない。 

これらの事情を踏まえると、必要最小限度を超え、生活保護法２７ 

      条２項のおそれが高い求職活動指導を、事案１本人が受け入れてこれ 

に従い、毎日ハローワークを訪問し、かつ、１日当たり１，０００円 

に分割された保護費を毎日受領していた事実が存在することになる。 

この点については、桐生市福祉事務所としては、分割支給となる保 

      護費の支払いに条件を付しているかのような誤解を与えた点を不適 

      切であったと説明した（資料４）。 

この点について、当委員会が行った事案１本人からの事実聴取では、 

事案１本人は、「求職活動状況・収入申告書」にハローワークで求職 

活動をして印鑑を押印してもらうことが、１日１，０００円の分割支 

給を交付する条件であるとの説明を、ＣＷから受けた旨の認識が示さ 

れている（つまり、桐生市福祉事務所が説明する誤解は事実と異なる 
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という認識である。）。 

一般に、生活保護法２７条３項は、「被保護者の意に反して、指導  

      又は指示を強制し得るものと解釈してはならない」と規定しており、 

ＣＷによる指導等を生活保護利用者に強制することはできない。生活 

保護利用者は、生活保護開始決定により、生活保護費を受給できる法 

律上の地位を獲得していることは動かしがたいところであるから、窓 

口支給の対象者に対して保護費を支給するにあたって、何らかの条件 

を付けているような誤解を与える取扱いは、厳に慎むべきという要請 

が働くのである（資料９－７－１第５項参照）。 

そこで事案１のケース記録等を見ると、「求職活動状況・収入申告 

書」には、ハローワークにおける求職活動を連日行っていたことを示 

す押印が存在しているほか、当該押印日に応答して、Ａ４サイズの白 

紙には、分割して支給された１日１，０００円にあたる保護費を、事 

案１本人が受領した旨の署名押印等も認められる。 

また、本人が毎日提出していた求職活動状況・収入申告書の記載を 

      見ると、必要最小限度を超え、違法であることが濃厚な就労指導にも 

かかわらず、事案１本人が、その指導を誠実に遵守している事情が明 

らかである。 

ところが、２０２３年９月１１日付と思われる指導指示書（生活保 

      護法２７条１項）では、「定期的かつ頻繁にハローワークに通い求職 

活動を行うとともに、その日のうちに福祉事務所に来所し求職活動の 

報告を行うこと」という指導内容が記載されており、この指導書の記 

載は、事案１本人について、あたかもＣＷの口頭での就労指導に従わ 

ない状況があったかのような誤った記載となっている。少なくとも、 

ＣＷによる口頭での就労指導を、事案１本人が実践してきた事実を適 

切に評価していないことが明らかである。 

そうすると、桐生市福祉事務所は、その求職活動実績を積極評価し 

      ないばかりか、あたかも口頭での指導に事案１本人が従わず、連日の   

求職活動を怠っていたことを前提として、生活保護法２７条１項に基 

づく前記指導指示書を発する旨を、組織的に決定して事案１本人に交 
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付したと認めざるを得ない。 

この決定に関連して、そのころ、事案１本人がＣＷに対して、１日 

１，０００円の分割支給ではつらいことを述べていたことや、それに 

関連して、事案１本人が感情的な行動を一時的にとった事情があった 

ことがうかがわれるが（同指示書の他の指示事項の記載参照）、その 

ことと、求職活動を怠っていたかのような誤った事実を前提とする、 

前記指導指示書の発出することとは、まったく関連性が認められない。   

事案１本人の感情的行動を戒めるために、前記指導指示書を発出 

      していたとすれば、指導指示事項違反を理由とする生活保護の停止、 

ないし廃止（生活保護法６２条１項及び同条３項）の不安を、事案１ 

本人に与えるかのような行政行為があったことがうかがわれること 

になるが、当委員会が行った事案１本人からの事実聴取の結果のなか 

でも、ＣＷから「生活保護を切ることはいつでもできる」という内容 

の話をされたことや、毎日求職活動を続けている中で、「このまま仕事 

に就かないのであれば、生活保護をやめる可能性がある」という話ま 

でＣＷからされたと、事案１本人が述べていたところを勘案すれば、 

同指導指示書を発出した目的が、指導指示に従って稼働能力を活用で 

きるよう自立を支援することよりも、指導指示違反を理由とする生活 

保護の停廃止の不安をあたえることに重きを置いていたものと、事案 

１本人が受け止めざるを得ないようなものであった可能性が高いと、 

言わざるを得ない。 

そうすると、毎日の求職活動を指導する桐生市福祉事務所の組織的 

対応は、前記事案１本人の稼働能力の活用という自立支援の目的では 

なく、それを逸脱した他の目的があったことを推測せざるを得ないし、 

連日のハローワークを訪問しての求職活動を、強制されていると認識 

したとしてもやむを得ないものと認められる。 

したがって、桐生市福祉事務所による事案１本人に対して行われた 

就労指導、すなわち、毎日ハローワークを訪問して、求職活動をする  

よう求める就労指導が、前記の通り、事案１本人の稼働能力活用に関 

する必要最小限度の範囲を超えた違法のおそれが高い指導であった 
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ことも併せてみれば、桐生市福祉事務所の当該就労指導は、１日 

１，０００円に分割支給される保護費の窓口支給にあたって、毎日ハ 

ローワークを訪問して、求職活動をすることを条件としていた旨の認 

識を招く取り扱いであったと言わざるを得ず、かつ、そのような認識 

を事案１本人が抱いていたことをも踏まえると、保護費を得るために 

毎日の求職活動を、事案１本人の意思に反して強制していたものとし 

て、生活保護法２７条３項に違反するおそれの高い組織的な指導態度 

であったと認められる。 

以上検討したように、桐生市福祉事務所が事案１本人に対して、生 

      活保護法２７条２項及び同条３項の双方に違反するおそれが高い指

導指示（稼働能力活用のための指導）を行っていた原因は、一つには、

桐生市福祉事務所が組織として、生活保護法２７条１項による指導指

示には生活保護利用者の自由を尊重して、必要の最少限度に止めなけ

ればならないという限界があること（生活保護法２７条２項。これは

行政権力の行使にあたっての普遍的な制約原理（比例原則）である。）

の認識が欠けていた点にあるといえる。 

あわせて、桐生市福祉事務所が、生活保護利用者の稼働能力の活用 

      という視点を過剰に重視するあまり、合理性のある指導指示の論拠 

（稼働能力の存否、稼働能力活用の意思の存否、稼働能力活用の場の存 

否等の組織的検討）が不明確なまま、保護費の分割支給（事案１につ 

いて違法があることは前記の通り）と抱き合わせに、過剰とも言える 

就労指導を実施していた事実を、組織として問題視することができず、 

あるいは、認識していても、過小評価して是正することができなかっ 

たことにあると考えられる。 

エ 生活保護利用中の事情（相談対応）について 

       事案１本人からの事実聴取によれば、害虫駆除など日常生活の困り 

      ごとを、ＣＷに相談しても取り合ってもらえないことを経験しており、 

生活保護をあきらめさせたいのだろうと感じた、というのである。 

       ＣＷが生活保護利用者本人の資産、環境等を調査し、保護その他の 

      措置の必要の有無及びその種類を判断し、本人に対し生活指導を行う 
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等の事務を担っており（社会福祉法１５条４項）、かつ、要保護者から 

求めがあったときは、要保護者の自立を助長するために、要保護者か 

らの相談に応じ、必要な助言をする事務（生活保護法２７条の２）を 

担っていることは言うまでもない。ここで規定されている「自立の助 

長」という目的については、単に経済的自立を支援することにとどま 

らず、それぞれの被保護者の能力や、その抱える問題等に応じ、身体 

や精神の健康を回復・維持し、自分で自分の健康・生活管理を行うな 

ど日常生活において自立した生活を送るための支援（日常生活自立支   

援）や、社会的なつながりを回復・維持するなど、社会生活における 

自立の支援（社会生活自立支援）をも目的としているのであって、こ 

のことはこの章の冒頭ですでに、確認した通りである（社会保障審議 

会生活困窮者自立支援及び生活保護部会（第１５回、令和４年（２０ 

２２年）６月１７日実施）における「資料２ 被保護者に対する自立 

支援のあり方について（参考資料①１５－４－１）」参照）。 

       そうすると、ＣＷが要保護者からの相談に応じ助言する職務につい 

      ては、保護申請時に限られず、生活歴、職歴、病歴、家庭環境、地域 

との関係等を的確に把握することが求められ（生活保護法施行事務監 

査事項「７（１）面談相談」２（３）参照。資料１０－１－３－３改）、 

手持ち金及び預貯金の保有状況、家賃、負債、水道・電気等のライフ 

ラインに係る滞納状況等の確認も、的確に行われるべきことが求めら 

れるものと考えられるのであって（生活保護法施行事務監査事項「７ 

（１）面談相談」２（５）参照。資料１０－１－３－３改）、生活保護 

利用者の日常生活の困りごとに関する相談を受けることは、自立の助 

長に必要な助言を行う前提としての、生活の実情という重要な情報に 

触れる契機となると考えられるところである。 

仮に、事案１本人の困りごとに対して、ＣＷが親身になって相談に 

応じていたのであれば、取り合ってもらえなかったという感想を事案 

１本人が抱くことは稀なように思われ、ましてや、ＣＷが生活保護を 

受けさせたくないと考えているとの受け止めを事案１本人が抱くこ 

とはないものと考えられる。 
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そうすると、ＣＷの相談対応については、少なくとも自立の助長と  

      いう法の趣旨に適合しない不十分さが存在したことは認めざるを得 

ないものといえる。このような自立の助長につながらない不十分な相 

談対応が生じた原因は、ＣＷの個人の責任に矮小化されるものではな 

く、桐生市福祉事務所が組織として、自立の助長に必要な助言を行う 

ために、生活保護利用者の困りごと相談を積極的に取り扱うこと、そ 

のなかで信頼関係を築くことのほか、生活実態の実情をつぶさに把握 

していくことが望ましいという体制を構築できていなかったことに 

あると考えられる。 

 

２ 事案２について 

（１）桐生市福祉事務所からの説明内容 

事案２に関する報告内容は、当該生活保護利用者の生活保護費につい 

て分割給付とすることについて、口頭での同意を得ていたというもので 

あった（資料４）。もっとも、分割支払いについて同意を得たことを、書 

面化していなかったことが問題点だと分析した旨の報告があった 

（資料４）。 

なお、この報告内容は、桐生市福祉事務所内での調査結果であって、 

     桐生市としての調査を経たものではないことが説明された（第１回議事 

     録ｐ３０）。 

（２）当委員会による調査結果 

事案２本人に協力を得て事実聴取を行った（資料１５－２改）。 

  その結果、概ね次のような事実関係を聴取でき、ケース記録を確認する  

ことができた。 

ア 生活保護の申請は、支援担当者の同席を得て、比較的スムーズに 

 進んだと思う。 

イ 保護決定が出たという連絡を受けて福祉事務所に出向いたとき、 

１日１，０００円の計算のもとでの１週間分として、週に一度 

７，０００円ずつの保護費を支給するという話をされた。その理由と 

して、一度に全額支給すると、すぐに全額を使ってしまい、生活に支 
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障が出る人がいるから、全額一括支給で支障が生じないのかどうかを 

確認するためだという趣旨の話をされた。自分自身の浪費癖などが具 

体的に問題にされたわけではなく、一般論としての話だった。こちら 

の了解を求めるような説明ではなかったほか、それが生活保護のルー 

ルなのだと、受け取ったので従わざるを得なかった。 

ウ 翌月の保護費支給までの間に、渡し切れない前月分の保護費をどう 

 取り扱うかということについて、ＣＷから説明を受けたことはない 

（ケース記録の付属書類のなかに、Ａ４サイズの白紙が複数枚存在し、 

金員を受領した日付、金額のほか、本人が記載した署名、本人による 

捺印が、受領日毎に、連続して記載されている。支給開始翌月の支給 

日までに前月分の不交付金額について清算払いがされた旨の記載は 

ない。）。 

エ 窓ガラス破損、給湯器故障など、修繕をしなければ日常生活に支障 

が生じる状況があったが、それを相談してもＣＷには対応してもらえ 

なかった。 

（３）当委員会としての見解（原因の究明） 

     ア 生活保護申請時の事情（支援者の同席等） 

       事案２本人からの事実聴取結果は、事案１におけるものと異なり、 

支援担当者が同席しての保護申請であったにもかかわらず、特段の問  

題が生起していないというものだった。 

       生活保護法２条は「すべて国民は、この法律の定める要件を満たす 

限り、この法律による保護を、無差別平等に受けることができる。」と 

規定している。これについては、旧法の下では素行不良者や生計の維  

持に努めない者について、保護を受ける地位の欠格者として扱われて 

いた点を改めたものと位置づけられ、要保護者であれば、誰でも生活 

保護を受けることができるのであって、生活保護が恩恵的な施しでは 

ない国民の権利であるほか、保護を要するに立ち至った原因のいかん 

によらず、保護が受けられること、また、誰かが優先的に保護を受け 

ることもなく、保護を受けるについて、差別的に取り扱われることも 

ないことが、規定されているものと解釈されている（以上の解釈につ 
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いて、復刻版「改訂増補生活保護法の解釈と運用」厚生省社会局保護 

課長小山進次郎著ｐ１０６～１１４参照）。 

       事案２本人と事案１本人との事実聴取結果を対比すると、生活保護 

      申請時に、支援者の同席等を是認するかどうかをめぐって、桐生市福 

祉事務所は、何の合理的な理由も見いだせない恣意的な差別的取り扱 

いを、していたと言わざるを得ないことが明らかである。 

       これは、生活保護法２条に違反することが濃厚なものであり、速や 

      かに是正されなければならない。 

       このような差別的取り扱いが是認されていた原因は、桐生市福祉事  

      務所が組織として、生活保護法２条の理念を正しく理解しておらず、 

その理念を実現しなければならないことの、認識に欠けていたからと 

いうほかはない。 

     イ 生活保護決定時の事情（分割支給）について 

       事案２本人からの事実聴取によれば、ＣＷは１週間当たり 

７，０００円という分割支給を実施する理由として、事案２本人の個 

別事情ではなく、抽象的な事情を挙げるにとどまっていたという。 

そして、ケース記録を見ても、分割支給という例外的支給方法を採用 

しなければならない、真にやむを得ない事由の存在についての記載は 

見出すことができない。そうすると、分割支給とすることが、真にや 

むを得ない例外的な事情であることを、ＣＷが事案２本人に対して、 

分割支給開始前に説明をしていたと認めることができない。 

また、事案２本人からの事実聴取によれば、分割支給となる理由を 

ＣＷから明確に説明されないなかで、保護費を得るためには、桐生市 

福祉事務所の提案に反対できない状況であったとの認識が示されて 

いる。確かに事案２本人は、当時、窮迫状況下で保護費の分割支給を 

拒否することが難しい客観的状況であったことが認められるから、 

分割支給に異を唱えることが難しいものであったということができ 

る。 

加えて、事案２における分割支給の頻度については、事案１と比較 

      すると緩やかなものとなっている点が認められるものの、分割支給額 
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      については事案１と同様の問題（１日当たり１，０００円であって、 

当月分の生活保護費を当月中に前渡ししきることができないという 

問題）が生起する分割支給計画であることに変わりがない。 

すなわち、このような分割支給計画は、事案１で検討した通り、最 

      低生活費を下回る保護費を支給するという生活保護法８条２項に違 

反し、同法３条に違反するおそれが高いものであるのに、その違法な 

分割支給計画を、桐生市福祉事務所が組織として策定したものと言わ 

ざるを得ない。 

よって、桐生市福祉事務所が策定した当該分割支給の計画は、生活 

      保護法８条２項等に違反し、憲法２５条の趣旨にも合致しない最低基 

準を下回る給付を前提とする意思表示なのであって、その意思表示に 

有効性を認めることは難しい。したがって、有効な法律効果を伴わな 

い分割支給計画を受け入れる旨の意思表示が、事案２本人から桐生市 

福祉事務所に対してなされていたか否かを問題とするまでもなく、有 

効な口頭での合意が成立しうる事情は認めることはできないものと 

考えられる。 

したがって、事案１において検討した結果と同様に、事案２につい 

      ても、同意を得る前提となる事情説明が欠落しているうえ、事案２本 

人が、その当時保護状態であったという客観的な事情をも踏まえれば、 

真に自由な判断（分割支給を拒絶する意思表示を行う自由な判断）が 

可能な状況下であったということが難しいと言わざるを得ないほか、 

そもそも提案している分割支給計画そのものが、生活保護法８条２項 

等に違反し、有効なものと認められないため、口頭での同意の存否や 

その文書化の有無は、事案２についての本質的な問題ではないと認め 

ざるを得ない。 

以上検討したところによれば、口頭の同意の存在があるかどうか、 

それを書面化していたかどうかという点の究明に積極的な意味を見 

出すことはできず、事案２における生活保護法８条２項違反等の分割 

支給が実施された原因は、事案１と同様の桐生市福祉事務所の組織体 

制にあると言わなければならない。 
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     ウ 生活保護利用中の事情（相談対応）について 

       事案２本人からの事実聴取によれば、窓ガラス破損、給湯器故障 

などで困っており、この修繕をしなければ日常生活に支障が生じる 

状況があったが、それを相談してもＣＷには対応してもらえなかった 

という。 

これは、自立の助長のための相談と助言を行う生活保護法２７条の 

２の趣旨にそぐわない相談対応があったことを指摘するものである。 

このような指摘を事案２本人が行う原因は、事案１で指摘したのと 

同様、桐生市福祉事務所が組織として、自立の助長のための指導を行 

う前提として、生活保護利用者の困りごと相談を積極的に取り扱うこ  

と、そのなかで信頼関係を築くことのほか、生活実態の実情をつぶさ 

に把握していくことが望ましいという体制を構築できていなかった 

ことにあると考えられる。 

     

３ 事案３について 

（１）桐生市福祉事務所による報告内容 

第１回委員会で報告された事案３に関する内容は、支給決定をなすべ 

     き時期に行わず遅延した、決定が遅延しただけでなく、保護費の支給も 

遅延したが、それは担当ＣＷの誤った認識によるものであり、係長、課 

長も決裁時の確認を怠っていたことの報告があった 

（第２回議事録ｐ２４参照）。 

また、保護申請に関するＣＷの認識は、事案３当事者の意思で保護申 

     請をしなかったと認識していたというもので食い違いがあったという 

報告があった。さらに、福祉事務所に保管されていた認印を、本人が保 

護費を受領するより前に受領簿に押印していた等の報告があった 

（資料４）。 

（２）当委員会による調査結果 

事案３の当事者に協力を得て事実聴取を行った（資料１５－２改）。 

      その結果、概ね次のような事実関係を聴取でき、ケース記録を確認 

     することができた。 
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ア 生活保護申請時の事情（申請権の侵害） 

弁護士の助言を受けて２０２３年８月上旬に生活保護の申請をし 

      ようと窓口に出向いた。しかし、事情があって同居していた親族と別 

      居していたところ、別居前の住居地に自分の荷物が残されていること 

      の指摘を受け、生活保護は受けられない旨の説明を受けた。その後、 

再び弁護士に相談し、同年９月２６日になって保護申請をすることが 

できた。 

イ 生活保護開始時の事情（保護決定通知遅延、保護費交付遅延） 

２０２３年１０月末ころに、生活保護決定があったという連絡を 

ＣＷから受けたが、自分としては、生活保護費が銀行口座への振り込 

みになるものと思っていた。同年１１月上旬ころにはＡＴＭで口座へ 

の振込がないかどうかを確認していたが、振り込みがないままだった。 

結局、同年１１月１７日に福祉事務所に出向いたときに、同年９月 

      分の保護費を現金で受領した。受領した際に、受領したことを書類に 

書いたことはなく、署名や押印をしたこともない。その日に保護決定 

通知書を受け取ったという記憶はない。 

     ウ 生活保護利用中の事情（保護決定の遅延、保護費交付遅延） 

２０２３年１１月２７日に窓口に訪問（弁護士と司法書士が同席） 

し、同年１０月分の保護費と同年１１月分の保護費について、このと 

きに現金で支給された。受領した際に、受領したことを書類に書いた 

ことはなく、署名や押印をしたこともない。 

     エ 生活保護利用中の事情（受領簿への押印） 

上記同日、９月分の生活保護決定通知を受領したことがないと指摘 

したところ、１１月１７日に手渡しで交付したはずだとＣＷから言わ 

れた（しかし、同年１２月２０日には、不交付だった可能性があると 

して、改めて９月分の交付を受けた。）。 

さらに、弁護士と司法書士が９月分の保護費の受領の記録を示すよ 

      うＣＷに求めたところ、長い時間待たされた後に受領簿が示された。 

同年１０月２７日付の受領印が押印されていたが、自分が押印したこ 

とのないもので、印影も自分が使う印鑑とは違っていた（なお、同年 
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１１月１７日に保護費を受領したのであり、同年１０月２７日に保護 

費を受領していないことはケース記録上も明らかである。）。 

     オ ケース記録から確認出来た事実関係 

２０２３年１０月２７日、保護決定となった旨をＣＷが電話連絡し 

      たこと、同月３０日に福祉事務所で９月分を現金支給する予定との記 

載がある。もっとも、同日来所時に支給されるべき１０月分を交付す 

る旨の記載はない。 

同年１０月３０日に、事案３当事者が来所していない旨の記載はあ 

      るが、再度連絡をした事実の記載はなく、来所がなかった事情も確認 

されていた記載がなく、同年１１月１４日に、事案３当事者から保護 

費が振り込まれていないという電話連絡を受けるまで、何らかの対応 

をしたことに関する記載はない。 

同年１１月１７日の来所した記録があるが、同年９月分を現金支給 

      したことの記述はない。年金生活者支援給付金振込通知書を受領した 

旨の記載がある。同年１１月２４日、同年１０月分及び１１月分の保 

護費の支払いが可能になったとＣＷが連絡した旨の記載があるほか、 

同月２７日の来所時にそれらを支給する旨の記載がある。 

（３）当委員会としての見解（原因の究明） 

     ア 生活保護申請時の事情（申請権の侵害）について 

資料１０－１－３－３改（生活保護法施行事務監査事項「６（１） 

面接相談」のうち２（５）参照）によれば、面接相談時には、手持ち 

金及び預貯金の保有状況、家賃、負債、水道・電気等のライフライン 

に係る滞納状況等、いわゆる急迫性の確認を的確に行わなければなら 

ないほか、『相談者に対し、「居住地がなければ保護申請できない」、 

「稼働年齢層は保護申請できない」、「自動車や不動産を処分しなけれ 

ば申請できない」等の誤った説明を行ったり、扶養が保護の要件であ 

るかのように説明するなど、保護の申請権を侵害するような行為及び 

申請権を侵害していると疑われるような行為』を、厳に慎むことが求 

められることがわかる（資料１０―１－３－３改 生活保護法施行 

事務監査事項「６（１）面接相談」のうち２（６）参照）。 
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当委員会による事実聴取では、「ＤＶ被害相談を弁護士に行い、弁 

      護士の助言を受けて２０２３年８月上旬に生活保護の申請をしよう 

とした。しかし、別居前の住居地に自分の荷物が残されていることの 

指摘を受け、生活保護は受けられない旨の説明を受けた。」旨の説明を 

行っており、先行して弁護士に相談したうえで窓口に出向いたという 

のであるから、２０２３年８月上旬に事案３当事者が窓口に赴いたの 

が初回相談であることが認められる（しかし、ケース記録等を見ると、 

２０２３年９月２６日が初回相談として記載されており、それ以前の 

相談記録は見当たらない。）。 

そして、同年８月上旬において、保護申請に至らなかった事実関係 

      については、桐生市福祉事務所も、事案３当事者も同様の認識である 

が、桐生市福祉事務所の説明では、事案３当事者の意思で保護申請を 

しなかったものという（資料４）。 

そこで、初回相談時に保護申請に至らなかったことが、事案３当事 

      者の意思に基づくものであったのかどうかを検討する。 

ケース記録の相談内容欄には、同居親族からの嫌がらせを受けて以 

      前の住居地を追い出された旨の記載があるから、事案３当事者がＤＶ 

被害相談を弁護士にしている事情があったという説明内容と一致す 

ることが認められる。そうすると、同居親族のもとに一部荷物を置い 

てきてしまったことが合理的に推測されるところ、その点について 

ＣＷから「別居前の住居地に自分の荷物が残されていることの指摘を 

受け」たとの、事案３当事者の説明は不合理なものとは認められない。 

また、事案３当事者の属性（日本語での意思伝達が不十分な可能性） 

を考慮すれば、生活保護法に関する知識が不十分であることが推測さ 

れ、ＣＷからその旨の指摘を受けたからこそ、来所目的であった生活 

保護申請をしなかったと考えるのが合理的である。 

そして、２０２３年８月上旬ころの相談記録が、ケース記録等に見 

      当たらないため、「生活保護は受けられない旨の説明を受けた」とい 

      う事案３当事者の説明内容を否定する事実を、記録上見出すことがで 

きない。 
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そうすると、事案３当事者の説明内容にあるＣＷからの発言内容を、 

前提に検討することとなるが、従前の住居地から追い出されたという 

事情があるため、従前の住居地に事案３当事者の荷物があったとして 

も、別居親族と事案３当事者とが同一世帯と考えることは不合理であ 

るし、そのほかの観点でみても、ＣＷによる前記発言内容は、保護申 

請の妨げとなる事情の指摘ではないことが明らかである。 

そうすると、ＣＷが誤った説明を行ったことが認められ、少なくと 

      も、事案３当事者の保護の申請権（生活保護法２条及び同法７条参照） 

を、侵害するような行為、あるいは申請権を侵害していると疑われる 

ような行為が行われていたことは認めることができ、その結果として、 

事案３当事者が生活保護申請をすることができなかったと考えられ 

る。 

したがって、桐生市福祉事務所の説明内容（事案３当事者の意思で 

保護申請をしなかったと認識していたというもの）を是認することは、 

難しい。 

こうした事態が生じた原因は、桐生市福祉事務所において、「保護 

      のしおり」の活用等を活用し、相談内容に応じた懇切丁寧な対応が行 

われているかどうかという点に、組織的な関心が向いておらず、相談 

者に対して、保護申請の意思の有無を確認することの重要性を、軽ん 

じてしまっていた点にあると考えられる。 

また、相談者の申請意思や急迫状況、相談者からの相談内容や、そ 

      れに対する助言内容、申請に至らなかった経緯等が確実に面接記録票 

等に記載されているかどうかを、桐生市福祉事務所が組織的に確認す 

る体制（生活保護法施行事務監査事項「７（１）面接相談」のうちの 

２（９）参照。資料１０－１－３－３改）が、存在していなかった 

ことも要因になっていると考えられる。 

イ 生活保護開始時の事情（保護決定通知遅延、保護費交付遅延） 

生活保護法２４条３項は、保護開始決定・却下決定に関する通知を 

書面で行うことを要求し、その通知が、申請者に到達するまでの時間 

的な制限を設けている（資料８－５０）。すなわち、同法２４条５項
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は、保護決定（却下決定）を申請があった日から１４日以内にしなけ

ればならない義務を定め、「扶養義務者の資産及び収入の状況の調査

に日時を要する場合その他特別な理由がある場合」に限って、これを

３０日まで延ばすことができるとしている。しかし、３０日を超える

場合は許容されていない（同法７項参照。同項の規定により保護申請

者は審査請求を行うことができることになる。）。また、同法６項は、

保護申請から１４日以内に保護決定（却下決定）通知をしなかったと

きは、その理由を決定通知に明示しなければならないと規定しており、

その例外を許容していない。 

   事案３においては、２０２３年９月２６日が保護開始の時期（申請 

日）であり、その９月分に関する保護決定通知を、事案３当事者に交 

付した時期については、桐生市福祉事務所の認識（同年１１月１７日  

に交付した。）と事案３当事者の認識（同日に交付されておらず、同 

年１２月２０日にようやく交付された。）に齟齬がある。しかし、そ 

の認識の齟齬は、事案３については重要な点ではない。 

重要なのは、桐生市福祉事務所の認識（同年１１月１７日に交付） 

      を前提としても、生活保護法２４条５項但書が「特別の理由」がある 

場合に限って許容している３０日以内の決定書面交付期限（同年１０ 

月２６日まで）を徒過している違法があることである。 

また、次の事情も見過ごすことができない。桐生市福祉事務所では、 

保護決定があると生活保護利用者に電話連絡をして、窓口に来所して 

もらったうえで保護決定書を交付し、現金で最初の保護費を支給する 

のが通例であったところ（第３回議事録ｐ２１）、これを前提に事案 

３のケース記録の記載を見ると、２０２３年１０月２７日になり、 

ようやく保護決定となった旨をＣＷが電話連絡したこと、同月３０日 

に福祉事務所で９月分を現金で支給する予定との記載が認められる。 

この記載は、生活保護法２４条５項但書が定める、例外的な期間であ 

る３０日以内の保護決定書の交付義務（同年１０月２６日まで）を、 

まったく遵守していない旨を平然と明記していることにほかならな 

い。 
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しかし、それが同法２４条５項違反である点の言及もなく、同法違 

反に関して、上司らは何らの指摘もせず、指導を行った形跡もない。 

  しかも、事案３当事者の手元にある２０２３年１０月２５日付「保護 

決定通知書（控え）」（これは、同年１２月２０日に事案３当事者にＣ 

Ｗが交付したものである。）をみると、「この決定書が申請受理後１４   

日を経過した理由」として「病状調査による」と一言書かれているの 

みである。確かに、ケース診断会議記録票「ケース診断会議の状況」 

欄に「外来病状調査の遅れによる」との記載があるが、同記録票「病 

状」欄には、事案３本人について月一回通院治療中のクリニックがあ 

ることの記載があることが認められる。 

しかし、事案３本人の属性として療育手帳の交付を受けた重度の 

障害者（「療育手帳」の交付があることが同記録票に明示されている 

ところ、同手帳の記載内容は、日常生活において常時介護を必要とす 

る者であることが明らかである。）であることが明示されている。 

つまり、外来通院状況の調査をするまでもなく、事案３本人の稼働 

      能力は認められないことが明白なのであって、外来通院状況の調査結 

果が要保護状態か否かの判断に影響を及ぼすことは考えられない。 

したがって、「この決定書が申請受理後１４日を経過した理由」と 

して「病状調査による」と記載しているとしても、それは、生活保護 

法２４条６項が義務付けている理由の明示義務の履行と評価するこ 

とが難しい。それにもかかわらず当該理由記載の合理性等について、 

ケース記録には桐生市福祉事務所の組織として問題視された経過が 

まったく存在しない。 

   さらに、事例３では保護決定通知だけでなく、保護費の支給も遅延 

  していた。これは、生活保護法８条１項及び同条２項そして同法３１ 

  条２項に違反する対応と言わざるを得ない。しかしながら、２０２３ 

  年１０月３０日のケース記録の記載には「９月分扶助費支給の約束日 

  であったが来所はなかった」と記載があるだけで他に何らの言及もな 

く、すでに大幅に遅延している保護費の支給に関して、ＣＷはもちろ 

ん、その記載を見た桐生市福祉事務所の組織全体が、まったく問題意 
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識を持っていなかったことが認められるのである。 

   以上検討したように、生活保護開始時における保護決定通知書の交 

  付遅延及び保護費支給遅延は、生活保護法に違反する事務執行である。 

このような法令違反等が生起した原因は、桐生市福祉事務所が、組 

      織として、保護決定通知の交付に時間制限があることを過小評価し、 

その時間制限を遵守することの重要性を認識せず、また、保護費が生 

活保護利用者の最低限度の生活の需要を満たす不可欠なものである 

ことを、軽視していた結果、保護費交付を遅延しても問題にすらしな 

いという点にあったことが明らかである。法令遵守という根本的かつ 

基礎的な問題意識が欠落しており、それへの対応能力も構築されてい 

なかったことは、桐生市福祉事務所の組織としての問題であり、早急 

に是正されなければならない。 

ウ 生活保護利用中の事情（保護決定の遅延、保護費交付遅延） 

２０２３年１１月２４日付のケース記録には「１０月分と１１月分 

の扶助費の支払が可能になったことを報告」と記載がある。 

これは、同年１１月１７日に事案３当事者が来所した際には、すで 

      に１０月分扶助費も、１１月分扶助費も、決定を経て支給しなければ 

ならない状況であったのに、それが実施されず支給が大幅に遅延して 

いたこと（生活保護法に違反する事態）を示している。 

しかし、そのような重大問題であることに言及する記載がないうえ、 

桐生市福祉事務所の組織全体としても、このような大幅な支給遅延 

（生活保護法に違反する事態）をまったく問題視せず、そのまま放任 

していることは極めて大きな問題である。 

  確かに、同年１１月１７日のケース記録には「今日持ってきた…年 

      金生活者支援給付金振込通知書により支援給付金の正確な金額が確 

      認できたため、１０月分と１１月分扶助費の正確な支給額が決定でき 

るようになった旨を伝えた」との記述がある。 

しかし、これは１０月分及び１１月分の保護決定の遅延、保護費交 

      付遅延の理由とならない、不合理な記述であると言わなければならな 

い。１０月分、１１月分の扶助費は、年金生活者支援給付金振込通知 
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書がＣＷの手元になくとも算定でき、保護決定することも支給するこ 

ともできる。単に、保護決定後にＣＷが年金生活者支援給付金振込通 

知書を入手した時点で、保護変更決定を行えばよいだけのことである。 

それにもかかわらず、このケース記録の記述には、生活保護法に違 

      反する大幅な支給遅延をしている点への問題意識をうかがわせる記 

述がなく、かつ、その記述を見た桐生市福祉事務所の組織全体として 

も、決定遅延、支給遅延という生活保護法違反の事態をまったく問題 

視していない。 

明らかに、生活保護法８条２項、そして生活保護法３１条２項本文 

「生活扶助のための保護金品は、一月分以内を限度として前渡するも 

のとする。（強調個所は当委員会による注記）」との規定に違反する 

行為を放置していたのであって、決して許されるべきことではない。 

   事案３にみられる生活保護利用中の保護決定遅延及び保護費支給 

遅延の問題は、保護決定が遅延し、保護費支給が遅延して生活保護法 

３１条２項違反が生じても、誰も問題にしないという体制にあること 

が明らかといえる。 

エ 生活保護利用中の事情（受領簿への押印） 

   事案３において、当該生活保護利用者の事前の承諾もなく、事後の  

  説明もなく、ＣＷが、福祉事務所内に保管されていた認印（同姓のも 

の）を用いて、受領簿に押印して処理していたことが説明された 

（第２回議事録ｐ２５～２６）。 

事案３当事者からの事実聴取でも、受領簿への押印行為そのものを 

しておらず、受領簿に保護費を受領した旨日付が２０２３年１０月 

２７日とあるが、これがまったくの架空の日付であることは、動かし 

がたい。 

当委員会としては、事案３におけるこのような印鑑の無断利用行為、 

      架空の日付の記載に驚きを禁じ得ない。 

生活保護利用者の姓と、同一の印影の認印に関する無断利用行為に 

ついて、まず検討すると、内部調査チームの調査により、桐生市福祉 

事務所において保管されていた認印の数が１９４８本に上り、印鑑入 
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れ用の印鑑箱が１１箱も存在していたことが分かったが、そのこと自 

体が、非常に驚愕すべきことであると考えている 

（第３回議事録ｐ２２）。 

なぜ認印を保管しておく必要があったのかという点の質疑により、 

生活保護利用者が印鑑を持参していない時の利用、事務処理の簡便化 

をするための利用という事情が明らかになったほか（第１回議事録ｐ 

２９）、職員からの聞き取り結果によれば、受領印押印のための生活保 

護利用者の来庁負担軽減とか、ＣＷの負担軽減にかなうものと考える 

職員がいたことや、先輩職員から保管認印を利用した処理方法を教え 

られた若い職員が、その通りの処理をしていた実態が報告されたとこ 

ろであり（資料１３－１ｐ２）、問題意識を抱くどころか、利便性等を 

優先し、それを誰も咎めない桐生市福祉事務所の体制の問題点が浮き 

彫りになった。 

このような桐生市福祉事務所の不正常な実態が形成された時期に 

      ついては、内部調査チームによれば、少なくとも平成元年度ころには 

２～３箱の認印が保管されていたようであり、平成２６年度の厚生労 

働省監査をきっかけに保管していた認印に集約がなされ、現在のよう 

な保管状況になったというのであるから（資料１３－１、第４回議事 

録ｐ２９）、桐生市福祉事務所が組織的に認印を保管し利用してきた 

実態が明らかになったといえる。 

また、職員からの聞取り結果によれば、保管認印の使用が多くなっ  

た契機として、生活保護法第６３条や同法第７８条に基づく返還金を  

活保護費から徴収する際に受領印として使用したことが大きかった 

との実情などが報告されたが（資料１３－１ｐ２）、同法６３条や同 

法７８条が、いわゆる不適正な受給を是正するための返還金の取り扱 

いを定めるものであるところ、その際に、桐生市福祉事務所では組織 

として、保管している認印を利用することを是認していたことを示し 

ており、長期にわたって不正常な事態が維持され、自浄機能が不全に 

陥っていたと指摘せざるを得ない（第４回議事録ｐ３８参照）。 

   このように、桐生市福祉事務所が組織として大量の認印を保管して 
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  いることを問題視せず、その認印を利用している実情を知りつつ、そ 

れを組織として容認してきたことが、ＣＷによるモラル低下を助長し、 

事案３における印鑑冒用の原因となったものと考えらえる。 

   次に、保護費の受領実態がない日に、あたかも保護費を受領した旨 

  の架空の日付の記載がなされていた点について検討すると、桐生市福  

祉事務所では、極めて例外的であるはずの保護費分割支給事案が多数  

存在しており、その分割支給の手法として、保護費全額が一括して支 

給されたことを示す受領簿を作成することが一般化していた実情が 

認められる（この点の詳細は後述する。）。 

そのため、保護費の受領実態がない日に、あたかも保護費を受領し 

      た旨の架空の日付の記載がなされた原因は、桐生市福祉事務所におい 

て、組織として、公金の厳格な取り扱いに関する規範意識が崩壊して   

おり、実態を反映しない架空の金銭授受を示す受領簿の作成を問題視 

しないばかりか、それを是正しようとする機運すら生じない、極めて 

不正常な組織体制に陥っていたことが原因であると指摘せざるを得 

ない。 

 

第３ 不適切事案以外の桐生市の生活保護業務の執行に関して 

１ 保護費の分割支給に関する問題 

（１）分割支給に関するケース記録上の不記載 

すでに事案１及び事案２において検討した通り、保護費の分割支給に 

は、真にやむを得ない事由が要求されるところであるが、桐生市福祉事 

務所では、その真にやむを得ない事由の存否が意識されておらず、分割 

支給の手法が取り入れられていた問題点を指摘した。また、桐生市福祉 

事務所では、保護費分割支給を行う計画に１か月分を当月以内に渡し切 

らないという違法要素を含むものだったという問題点も指摘した。 

これらに加えて他の問題点があることも課題として以下に検討する。 

まず、桐生市福祉事務所では、ケース記録外の別の場所で、担当ＣＷ 

がその分割支給に関する書類を保管しており、ケース記録と一体になっ 

ていなかったことが説明された（第２回議事録ｐ３２）。 
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生活保護という個人情報の中でもセンシティブ情報として特に注意 

をもって取得、保管、管理そして廃棄がなされるべきものに関し、桐生 

市福祉事務所内における取り扱いに不備があったことを示していると 

言わざるを得ない。生活保護利用者に関する諸情報は、組織としての 

チェック体制が機能する形での保管管理体制の整備が強く求められる 

ものといえる。 

また、分割支給（資料１１－１－３）を実施している件数１４件の 

     うち、内部調査の結果によれば、ケース記録上で分割支給が判明するも 

のが１件しかなかったこと判明している（資料１３－１）。これについ 

て、桐生市福祉事務所は、分割支給が日々の指導の一環であったことか 

らケース記録への記載が省略されることについて、意図的なものではな 

かった旨の説明があった（第１回議事録ｐ３７）。 

これに関連した内部調査チームの調査によれば、分割支給が策定され 

る理由は、アルコール依存やギャンブル依存などによる浪費癖があり、 

生活保護費をもらうとすぐに使ってしまうことから生活指導のために 

行っていた事例が最も多く、その他、公共料金、家賃等に滞納があり、 

返済のために本人との相談により行っていた事例、引きこもりを防止す 

るため外出機会の創出のために行っていた事例などがあった旨の報告 

がされたとおりである（資料１３－１ｐ３）。 

しかし、前記１４例中９例は当初からの分割支給であるところ（第２ 

回議事録ｐ１５）、生活保護利用者の生活習慣に課題があり、真にやむ 

を得ない事由があるものとして分割支給計画を策定することになると 

しても、保護開始直後から分割支給となるのは整合性に欠けないかとい 

う疑義が示されたほか（第２回議事録ｐ１５）、ケース診断会議の記録 

には、内部調査チームの調査で聞き取った事情に関する具体的な記載が 

見当たらなかったのである（第２回議事録ｐ９。群馬県の特別監査結果 

（資料１４－１－１）でも同様）。 

保護費の分割支給という例外的支給方法を採用する場合には「要保護  

者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて 

必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なもの」で 
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あることが求められ（生活保護法８条２項）、自立の助長という生活保 

護法の目的に適合する真にやむを得ない事情が必要なのであるから、そ 

の旨の記載がケース記録に残っていないことそのものが、行政執行の透 

明性を確保する見地から極めて問題であったと言わなければならない。 

また、分割支給をするという判断は、査察指導員以上の職位にある者 

が指示していたことが判明しており（群馬県による特別監査結果である 

資料１４－１－１参照）、１４件中１３件の分割支給事案においてケー 

ス記録上の記載がなかったという客観的事実を踏まえると、少なくとも、 

桐生市福祉事務所が、組織的に、分割支給に関する事実関係の不記載を 

問題にしていなかったことが強くうかがわれるものと考えざるを得な 

い。 

そして、後述する分割支給事案における保護費の取り扱いの法令違反 

の点や、保護費の現金受領に関する受領簿記載事実の架空性を踏まえる 

と、法令違反をしている公金取り扱いの実態が、群馬県による定期監査 

等によって露呈することを未然に防ぐ意図のもと、組織的に分割支給事 

案についてケース記録中の記載を行わなかったのではないかという疑 

念が生じることは避けがたい。 

しかし、その疑念を取り払うことができる確証を、当委員会の調査で 

得ることができなかったのは極めて残念なことである。 

一般に、生活保護業務の執行過程の適法性に関しては、各福祉事務所 

がケース記録の記載を援用して、積極的に証明できるものと考えられる。 

ところが、桐生市福祉事務所においては、ケース記録に適法性を実証で 

きる記載が欠落している以上、前記の疑念を払拭できないのは、桐生市 

福祉事務所の組織的対応が不十分であったことに起因するものである 

から、いたしかたのないところであり、桐生市福祉事務所が厳しい批判 

にさらされることもやむを得ないものと言わざるを得ない。 

そうすると、桐生市福祉事務所が組織として、行政執行の透明性、説 

明可能性といった点に重点を置くことをせず、ケース記録等の記載の不 

十分性を是正する機会を逸し、放置してきたものと言わざるを得ないか 

ら、これらの点に関する組織体制の再構築が喫緊の課題といえる。 
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   （２）分割支給の原資である金銭の取り扱いの問題 

保護費を分割支給する場合、生活保護利用者に手渡す前の保護費は 

どう管理していたのかという点について、桐生市福祉事務所は、福祉事 

務所内の手提げ金庫に「私的な金銭」として保管していたとの説明を 

した（第１回議事録ｐ２８）。「私的な金銭」の指す意味合いが不明瞭で 

あったため、桐生市福祉事務所における公金である保護費の取り扱いに 

ついて確認すると、窓口での保護費の現金支給に関しては受領簿が作成 

され、公的な記録となることが説明された。 

しかし、保護費の分割支給事案においては、分割支給がある都度、現 

金の受領簿を作成している事実がない。そのうえ、分割支給実態とは 

異なり、公的記録である受領簿上では、生活保護利用者に対して保護費 

を一括して全額支給したものとして作成されていること（つまり架空の 

内容の記載をしていたということ）の説明があった。 

加えて、その受領簿に記載された受領日は、実際に保護費全額を交付 

する実態がないことから、まったくの任意の日付（つまり架空の日付と 

いうこと）が記入されていたことの説明もあった（第４回議事録ｐ２６ 

～２８）。このような架空の受領事実及び架空の日付の記載は、経理担 

当者によってなされており、かつそれが引き継ぎ.事項として継続され 

ていたことも明らかとなった（資料１４－１－３）。 

言うまでもないことであるが、ケース記録に分割支給の記載がなく、 

かつ、保護費一括受領が記された受領簿の記載（それは架空のものであ 

る。）がある以上、群馬県等の監査によっても、分割支給があった事実 

を把握することができない。 

しかし、ここで明らかになった事実は、単に監査逃れができるという  

意味合いがあるにとどまらない。市民あるいは国民から納付された税金 

を原資とする公金の取り扱いについて、公的記録に架空事実を、架空で 

あることを承知の上で書き入れる職員の存在と、その取扱いを是認する 

桐生市福祉事務所の組織的不正である。当委員会としては、このような 

取り扱いが漫然と継続されていたことに強い驚きを禁じ得ない。 

 



67 

 

これは、架空の事実を公的記録に記載することによって、公的な記録  

全体の信用性を著しく失墜させる重大な結果を招くことは敢えて指摘 

するまでもないことである。 

これらの重大な点に関して何らの問題意識も抱くことができなかっ 

た桐生市福祉事務所の組織体制は、極めて未熟なものであり、強く批判 

されなければならない。 

直ちにこのような組織的不正が是正されなければならないことは当 

然のことであるが、この不正は、当委員会による調査のみでは対処する 

ことが不可能な問題であると指摘せざるを得ない。 

さらに、桐生市福祉事務所では、非常時払いあるいは緊急性のある 

     金銭給付に備えて、福祉事務所内に現金を保管管理していたことが説明 

された（群馬県との意見交換の場では、他の福祉事務所ではあまり一般 

的ではないという（資料１４－１－３参照））。そのため、桐生市福祉事 

務所内には、令和５年度当時、手提げ金庫が１個ではなく３個あり、非 

常時払い等のための金庫とは区別された一つの金庫が「私的な金銭」の 

保管管理のために用いられていたことが判明した 

（第３回議事録ｐ１５）。 

経理担当者は、「私的な金銭」が保管される手提げ金庫の存在は把握し 

ていたものの、金庫内に封筒を用いて分別管理されていた現金の現実の 

変動状況やその正確性について把握していなかったところ（第４回議事 

録ｐ２４～２５）、当該金庫内の複数人分の未支給保護費の総額が最大 

額５３万円超となった時期もあったというのである 

（第４回議事録ｐ２３～２４。資料１１－１－２改）。 

群馬県による特別監査の結果としても、分割支給をするという判断は 

査察指導員以上の職位にある者が指示していたものの、分割支給を実際 

に実施するための金銭管理はＣＷに任せており上席による管理監督が 

なかったことが認められる（資料１４－１－１、１４－１－３参照）。 

当委員会の調査で明らかになった桐生市福祉事務所における金銭管 

理の実態は、当委員会の各委員が非常に強い衝撃をもって受け止めるこ 

とになった。明らかになった実態は、金銭を管理していた、と評価する  
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ことができない極めて杜撰なものであることに間違いがない。 

また、桐生市福祉事務所が「私的」な金銭の保管（第２回議事録ｐ 

     ２０参照）と表現する理由も、いったん保護費全額が生活保護利用者に 

支給された旨の架空の記載を桐生市福祉事務所自らが作出しているこ 

とから、未交付部分の保護費を公金として取り扱うことができなかった 

というだけのことであって、合理性のない説明に過ぎないものと指摘せ 

ざるを得ない。 

加えて、生活保護利用者との間で、いつ、いくらを、どのように保管 

管理するのかという約束のもとで、生活保護利用者の個別合意を得てそ 

の未交付額を預かっていた事実が存在するものでもないから、「保管」 

するに足りる合理的な論拠も見出すことができない。桐生市福祉事務所 

が生活保護法の規定に違反して保護費の一部分を不支給としていた 

実態があるということであって、その実態を率直に見つめなおして是正 

しようとする誠実な姿勢に欠ける合理性のない弁明というほかはない。 

厚生労働省社会・援護局保護課長名の「現業員等による生活保護費の 

詐取等の不正防止等について」（資料１２－１－２）では、現業員等 

ケースワーカーの事務の範囲、保護金品の支給、返還金の管理、現業員 

等ケースワーカーの現金の取り扱い手順、決裁基準を明確にした事務処 

理規程を整備する、とされていたものの、桐生福祉事務所ではそれが整 

備されていなかった（第２回議事録ｐ１８及び資料１４－１－３）。 

このような規定整備の脱漏があったほか、桐生市福祉事務所における 

前記の金銭の取り扱いが、桐生市財務規則（資料１１－１－５）に違反 

するものであることはもちろんのことであり（第４回議事録ｐ２８）、 

そもそも市民から私的に金銭を預かる行為であったという弁明そのも 

のが地方自治法２３５条の４第２項に違反するものであった（群馬県の 

特別監査結果に関する資料１４－１－１末尾頁）。 

以上指摘した課題は、いずれも極めて深刻で、桐生市福祉事務所の組 

織的責任として極めて重大なものである。是正が直ちに行われなければ 

ならないものであることはいうまでもないが、当委員会による調査のみ 

では対処することが不可能な問題であると指摘せざるを得ない。 
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（３）当月分の保護費全額を交付しない問題点について 

 保護決定がなされており分割支給の方法によっていた場合、当月分の 

保護費全額を当月内に渡し切らず、翌月に未支給金を持ち越すことは、 

不適切だとの認識が福祉事務所から示された（第２回議事録ｐ１０）。 

しかし、不適切という評価は適当ではないと考えらえる。 

事案１及び事案２において検討したように、生活保護利用者は保護決 

定により保護費（生活保護法８条２項により定まるもの）を得る法律上 

の地位を確定的に取得しているのであるから、一か月分の保護費に関す 

る決定がなされているにもかかわらず、翌月に未支給金を持ち越したこ 

とは、決定された一か月分の保護費を下回る金額だけしか支給していな 

かったことにならざるを得ない。これは、生活保護法８条２項違反であ 

り、また同法３１条２項に違反するものであるから、法令違反にあたる 

行為だという認識を示すのが適切だったと考えられる。 

加えて、当月分の保護費全額を支給せずに一部を持ち越す理由を調査 

した内部調査チームの調査によれば、生活保護利用者がアパートを退去 

する時の清掃費を貯めるために満額支給しなかった事例、公共料金や携 

帯電話料金の滞納返済のために満額支給しなかった事例などのほか、分 

割支給の金額ありきで考えていたため結果として月額に満たなかった 

事例が報告されている（資料１３－１ｐ３）。また、桐生市福祉事務所 

では、生活保護利用者のアパート退去時の清掃費用を保護費の一部不支 

給という手法で桐生市福祉事務所内の手提げ金庫に預かる運用が、一般 

的な運用であったことも報告された（第４回議事録ｐ３６）。 

そもそも、ここで挙げられた各費用支出が（事前に）予想される場合  

において、生活保護費のなかでのやりくりによって対応可能なもので 

あるのか否か、あるいは、住宅扶助の一時金として対応可能なもので 

あるのかといった点を生活保護利用者に対して説明することが、まず 

必要であり、そのような説明を経たうえで、生活保護利用者の生活の 

実情を踏まえて、生活保護利用者自身が支給された保護費のなかでやり 

くりをすることが可能である場合に、臨時の支出に備えて蓄えるのか、 

否かを指導し、同意を得るべきものである。そのような説明も、同意も 
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なく、単に分割支給の手法を採用し、当月分の保護費全額を支給せずに 

一部を持ち越して桐生市福祉事務所の手提げ金庫に預かる行為は、一か 

月分の保護費を渡し切らない違法行為（生活保護法３１条２項違反。資 

料１４－１－１末尾頁）、最低基準を下回る保護金品しか給付しない違 

法（同法８条２項違反）であると言わなければならない。 

ここで示した問題点は、桐生市福祉事務所が生活保護利用者の権利 

     （保護費の支給を受けることができる地位）を重要視しないか、過小評 

価し、最低基準を下回る保護金品の給付では要保護状態が解消されない 

事態を軽視してきた結果というほかはなく、桐生市福祉事務所の組織的 

体制の改善なしに是正をすることはできないものである。 

 

２ 保護者数・保護率の減少が顕著であったことについて 

（１）桐生市福祉事務所としての認識 

桐生市福祉事務所では、平成２３年、同２４年あたりまでは群馬県 

平均値を上回る保護率であったが、それが急激に減少している事情があ 

ることから、その分析を求めてきた（資料３、第１回議事録ｐ２０）。 

この点については、内部調査チームによる調査では、職員へのヒアリ 

ングを実施し、生活保護申請権の行使を阻害する相談対応の有無や、上 

司から保護件数を抑制する趣旨の指示の有無等を確認する旨の調査方 

針が示された（第１回議事録ｐ３４）。その結果としては、上司から保 

護件数や新規申請を抑えるよう指示を受けたと答えた職員はいなかっ 

た旨の報告がなされた（資料１３－１ｐ４）。また、退職した課長、部 

長からの聞き取り調査が副市長及び総務部長によって実施されたが、当 

該指示の存在はうかがわれなかった（資料１３－３）。 

かえって、平成２４年度ころからは、自立に向けた就労支援や年金受 

給手続に関する対応の強化をするとともに、他法他施策の活用を徹底す 

る取り組みを続けたことの効果（生活保護の適正化）や、高齢者の死亡 

などが積み重なって、保護世帯数が減っていったと考える職員が多くい 

たとのことが判明した（資料１３－１ｐ４）。 

この動きに関連して、厳しい指導の存在が示唆されたことから（資料 
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１３－３）、職員からの追加事情聴取（アンケート）が実施された。そ 

の結果としては、上司からの職員への厳しい指導（要保護者に対するも 

のではない）の存在は確かに存在していたことがうかがわれた。 

もっとも、その指導についての評価は二分され、適正な法執行のため 

必要な範囲だったとする積極的な評価を指摘する意見と拮抗して、否定 

的な評価、すなわち生活保護開始決定時の決裁慣行が職員にとっては負 

担だったという意見、ハラスメントまがいの上司の対応があったという 

指摘、生活保護開始とならない対応を推奨するかのような雰囲気を具体 

的に指摘するものが、積極的な評価意見と同等数みられた（資料１５－ 

２第５職員からの事実聴取）。加えて、ＣＷから要保護者への指導の厳 

しさの存在も調査結果として判明しているところ、要保護者への厳しい 

指導については、不適切なものという消極的評価が６割を占めていたも 

のの、他方で適正な法執行のために必要な範囲にとどまっていたという 

積極的な意見も相当数見られた（資料１５－２改 第５職員からの事実 

聴取）。 

このように、同じ事象に対する職員の評価が二分される事情があるた  

めか、桐生市福祉事務所としては、保護世帯数が群馬県平均の推移状況 

と反比例するように大きく減少していることに関して、明確な理由が分 

析できない状況であった（第４回議事録ｐ３８）。確かに、当委員会と 

しても、退職幹部職員に事実聴取をする中では、要保護者の申請権を侵 

害するような、保護件数や新規保護申請を抑える趣旨の指示を出してい 

たとの認識を表明する者はおらず、そのほかに、桐生市福祉事務所が組 

織的に新規保護件数を低い水準に抑えるよう、積極的に相談業務の中で 

対処していたと認められる事情までは見当たらなかった（資料１５－２   

改 第５職員からの事実聴取）。 

このような桐生市福祉事務所の職員の認識を前提とする限り、桐生市 

福祉事務所での保護世帯数、保護率は、群馬県の他市と類似する傾向 

（増加傾向）を示さず、減少の一途をたどっていた事実は存在するもの 

の、それは、職員による生活保護の適正化（自立支援や年金受給等への 

対応、他法他施策の活用等）が進められたためと分析することになる。 
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もっとも、生活保護法の適正な執行の帰結として、保護世帯数が群馬 

県平均の推移状況と反比例するように大きく減少しているのだとする 

と、他方で増加傾向にある群馬県内の他の福祉事務所での法執行状況が、 

適正に行われていない可能性があるということになってしまいそうで 

ある。しかし、この帰結には直ちに賛同しがたい。 

すでに検討済みの事案１～３における桐生市福祉事務所の実情や、前 

記の通り保護費の分割支給などの実情は、残念ながら桐生市福祉事務所 

による生活保護法の執行が適正なものであったとは言い難いことを示 

すものと言わざるを得ないためである。 

（２）非課税世帯数の推移、保護申請に至らない事情の検討 

そこで、当委員会としては、群馬県内の平均的保護世帯数、保護率の 

半減事情に関する調査は、桐生市福祉事務所の職員の認識に基づく 

ものに留まるだけでは不十分であると考え、客観的な情報から読み取れ 

る事実がないかさらに検討を進めることとした。 

まず、桐生市における非課税世帯数の割合を示した資料（資料９－４ 

－１）がある。非課税世帯には、生活が困窮する母子世帯、高齢者世帯 

のほか、稼働能力があるその他世帯が含まれているところ、桐生市にお 

いては、ここ数年間は３０％を超える水準で横ばいかやや増加傾向にあ 

るといえ、生活困窮に至る潜在的な可能性を有する世帯数そのものが減 

少傾向にあるものではないことがわかる。 

次に、生活保護相談のみで生活保護申請に至らなかった件数に関する 

資料（資料９－３－５）を検討する。この資料をもとに、高齢者世帯、 

その他世帯、母子世帯のみを抽出して一覧表にすると、次の表のとおり 

である。 

相談のみで申請に至らなかった件数（世帯類型別件数） 

世帯類型 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

全体 114 91 49 50 26 

高齢者 38 38 21 21 9 

その他 47 47 23 23 10 

母子 2 2 0 1 3 
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これによれば、桐生市福祉事務所では、もともと母子世帯については、 

相談件数が少ない傾向にあるが（第２回議事録ｐ３８、第５回議事録 

ｐ２３）、高齢者世帯やその他世帯は、窓口に来訪して相談している 

生活困窮者が一定程度存在していたものの、生活保護申請に至っていな 

かった事実を確認することができるものといえる。 

そのうえで、生活保護世帯に占める高齢者世帯、障害者世帯、母子世 

帯、その他世帯、そして桐生市における非課税世帯と生活保護世帯に関 

する資料を見ると（資料９－４－１）、保護世帯数の推移は、高齢者世 

帯も障害者世帯も横ばいかむしろ増えている傾向がある中で、母子世帯 

とその他世帯（ここにはいわゆる稼働能力を有する世帯が含まれ得る。） 

がかなり減少する傾向にあることが把握できた（第５回議事録ｐ２２）。 

生活保護を受ける母子世帯の減少率は、特段の理由がないということ 

であるが、他市に比べて非常に高い減少率となっている実情があり（資 

料９－２－２、第２回議事録ｐ３５）、桐生市では、すべての母子世帯 

数に占める生活保護世帯の割合が著しく少ない割合にとどまっている 

実情がある（例えば、令和２年の母子世帯数５６１世帯に対し、保護の 

世帯は３件であるから、１％を優に下回っている。）。前橋市や高崎市に 

おいては、すべての母子世帯数に占める生活保護世帯の割合が５％程度 

を占めていることと対比すると、極めて不十分な捕捉率にとどまってい 

る可能性が高いことが推察される。 

また、その他世帯（稼働能力のある世帯が含まれる）の推移（平成２ 

４年は１０７件、令和４年は１４件と大きく減少）は、全国的にみられ 

るその他世帯の件数が増加している傾向に相反する状況であり（第２回 

議事録ｐ３５～３６）、引きこもり等など働きたいが思うように働けな 

い世帯の増加が社会的に課題とされる状況とも整合しない（第２回議事 

録ｐ３７～３８）。そして、その他世帯について、相談があったものの 

生活保護申請に至らなかった件数が、高齢者世帯と並んで多数を占めて 

いる実情は（資料９－４－１）、やはり要保護者に対する生活保護制度 

の適用が不十分なものとなっていることをうかがわせる。 
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さらに、当委員会が実施した群馬県地域生活定着支援センターからの 

事実聴取結果（資料１５－２改、第４参照）を見ると、桐生市福祉事務 

所が他の福祉関係機関等との連携体制を阻害するような姿勢であった 

と非難されてもやむを得ない事情がうかがわれ、本来、福祉関係者相互 

の連携によって窮迫困窮状態にある要保護者の発見、保護決定がなされ 

るべきところ、それに逆行していると評価されてもやむを得ない消極的 

な対応を桐生市福祉事務所が行っていたことが推察される。 

この点に関連して、群馬県による特別監査の実施結果を見ると、面接 

相談記録票についての厳しい指摘がある。面談相談記録票は、それが保 

護申請に至らなかった相談者への対応状況を確認することができる唯 

一の記録であるにもかかわらず、相談者の手持ち金、預貯金、食事摂取 

状況、ライフライン等の窮迫状況が記録できていないのである（資料１ 

４－１－１）。それ以外にも、面談相談記録票の記載からは、窮迫困窮 

状態の記載があることがわかる（相談者が最低生活費以下の収入状況で 

あること、手持ち金や預貯金が僅少であること、病気やケガで就労不能 

であること、そのほか家賃や税金の滞納があること等）にもかかわらず、 

結果として生活保護申請に至らなかった理由が記録上読み取れない事 

案があるというのである（資料１４－１－１）。 

このような事実関係から、群馬県の特別監査の指摘として、急迫状況 

にも関わらず保護申請に至らない事案がある、あるいは要保護状態であ 

るのに保護申請に条件があると誤解させるような桐生市福祉事務所の 

対応の存在など、要保護者の申請権の侵害が疑われる事案が多数あると 

され、それが生活保護世帯の減少の要因の一つであるとの指摘がされて 

おり、極めて重い指摘となっている（資料１４－１－１末尾頁）。 

当委員会としても、すでに見た客観的な資料や本来連携をとるべき 

     地域生活定着支援センターへの対応の問題点を前提にすると、桐生市福 

祉事務所における生活保護行政の執行が適正化されたことが保護世帯 

数や保護率が大きく減少した要因ととらえることは難しく、むしろ、困 

窮した桐生市民に対する漏給を生じている可能性が考えられるのでは 

ないかといった問題点があるように考えられる（第５回議事録ｐ２４）。 
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   （３）保護率減少事由の一つとしての相談業務の問題点 

以上検討したところを踏まえると、桐生市福祉事務所では、平成２３ 

年、同２４年あたりまでは群馬県平均値を上回る保護率であったが、 

それが急激に減少している事情があるところ（資料３）、その要因は、 

桐生市福祉事務所が、生活保護法２７条の２に基づく「要保護者から求 

めがあったときは、要保護者の自立を助長するために、要保護者からの 

相談に応じ、必要な助言をすることができる」という相談業務の事務執 

行が不十分であったことに求められるといえる。 

面談相談記録票において、相談者が要保護状態にあるかどうか把握す 

ることが不十分であり、あるいは、相談者が窮迫困窮状態であるのにも 

かかわらず、生活保護申請に至らない事情が不明瞭なものとなっていた 

というのであるから、桐生市福祉事務所が組織としてそのような面談相 

談記録票の不備を把握することが可能であったのに看過し、あるいは、  

把握していたにもかかわらず是正することができなかったことで、群馬 

県の特別監査の指摘にあるように保護申請権の侵害が疑われる状況が 

生じてしまったものと考えざるを得ない。 

したがって、相談業務のなかで保護申請権の侵害が疑われる事情が存 

在したことが保護率減少事由の一つの原因であったと指摘せざるを得 

ない。この問題点は、桐生市福祉事務所が、「自立の助長」すなわち自 

立支援の目的を担っている役割を十分に担えていなかった点を直視し、 

他の福祉関係機関等との連携も図りつつ、要保護者からの相談業務を適 

正に運用、実施する組織的体制の改善をしなければ是正することはでき 

ないといえる。 

（４）保護率減少事由のひとつとしての境界層却下の問題点 

桐生市福祉事務所では、平成２３年、同２４年あたりまでは群馬県 

平均値を上回る保護率であったが、それが急激に減少している事情があ 

るところ（資料３）、桐生市福祉事務所における生活保護業務全体の説 

明がなされた時点で、廃止、却下に関する特徴が指摘されていた（第１ 

回議事録ｐ１７など。死亡による廃止、就労収入の増加など群馬県内 

１２市の生活保護率動向比較した資料９－６参照）。 
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そして、桐生市福祉事務所における却下理由の特徴としては境界層却 

下（資料９－３－２）が最も多い割合を占めていた（第１回議事録ｐ１  

９）。境界層措置を適用する場合には、生活保護申請を却下することと 

なるが、その理由として家族からの仕送りが前提となる場合があり、そ 

こに問題が潜んでいる可能性があるとの指摘があった（第２回議事録ｐ  

４０）。確かに、桐生市福祉事務所における境界層却下事案においては、  

本人の年金以外に親族からの扶養があるという事情をもとにしている 

ケースが多く、そのような事情は他の福祉事務所ではほとんど見られな 

いということも判明した（資料１４－１－３）。 

福祉事務所から提出された資料（９－３－６改）では、扶養親族から 

     の仕送りが理由となる境界層却下事案が多数見受けられ、その仕送り額 

の記載が１円単位の細かい記載になっているものや、月額５万円等扶養 

額として相応に高額になっているものが見受けられた（実際の扶養届に 

は【不足額】との記載があることも判明している。）。扶養親族からの仕 

送りについて、境界層却下となった後に実際に記載されている通りの送 

金実績が確認できたかという点について質疑が及んだが、却下となって 

いることから仕送りの実施の有無を桐生市福祉事務所は確認しておら

ず、１年ごとに現況を確認する際にも、実際の仕送り実績を確認するこ

とはなかったとのことだった（第４回議事録ｐ１３）。 

この点に関連して、境界層措置適用事案において、扶養届が扶養義務 

者に代わって施設職員が作成していた点について報告があり（資料９－ 

３―８）、当委員会でもその事案の資料を基に、扶養届がなされた当時、 

要保護者が入所していた施設職員からの直接の事実聴取を行った際に 

もその経過が確認できた（資料１５－２改、第３参照）。この聴取結果 

によれば、当該施設職員は、桐生市福祉事務所から「扶養届」を初めて 

提出するよう求められ、どのように記載するのか問い合わせたところ、 

仕送り額に「不足額」という文言等を記入するように指示を受けてその 

通りに記載し、扶養届を提出する立場にある親族とは、連絡を試みても 

連絡を取ることができない状態であることは知っていたが、「利用者に 

不利益がないように」という思いで扶養届を作成の上、付箋紙を貼付し、 
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同付箋紙に代行して作成した旨を明示し、そのまま福祉課に提出したと 

いうものだった。 

これについて、桐生市福祉事務所からの提出資料（資料９－３－８） 

においても、「Ｈ３０.４．２５ 生活保護申請。施設職員が代筆した 

「扶養義務者行方不明」と記載された扶養届を受理。境界層措置適用。 

不足額／月５，２１７ 円。預貯金２６２，２３８ 円。」との記載が 

あることが確認できた。桐生市福祉事務所からの説明では、境界層措置 

の申請手続においては、扶養の実態によらず、扶養届を添付させる必要 

があるという誤ったＣＷの認識があった旨の報告がなされた（第４回議 

事録ｐ１６）。 

また、桐生市福祉事務所では、境界層却下事案に関しては、調査事項 

の調査やケース診断会議などが一般的な保護申請と比較して簡略化さ 

れ、すべて書面決裁だったことが判明した（第４回議事録ｐ１５）。 

そもそも群馬県の特別監査結果によれば、境界層却下事案について、 

扶養届の仕送り額が「不足分」とされており実際に仕送り可能な金額が 

確認できないものが多数あるほか、扶養義務者の世帯状況や収入状況等 

の記載が欠けており仕送りの可能性・実現性を把握したことが確認でき 

ないものが多数ある等の指摘があった（資料１４－１－１）。桐生市福 

祉事務所は、施設料を負担していた親族の方が、その負担をできる限り 

減らしたい旨の話があり、その中で、福祉事務所が計算する必要額（不 

足額）を提案して、扶養届を得て、境界層却下をしていたという運用が 

あった点を説明し、その運用が、群馬県の特別監査による指摘を受ける 

中で誤っていたことを確認し、反省しているとのことであった（第４回 

議事録ｐ１４）。 

これらの事実関係を踏まえると、これまでの境界層却下事案において 

は、仕送りの強要が疑われるものや仕送りの実態が把握できない事案が 

多数あるといわなければならず、そのため、不適切な境界層却下事案の 

増大があったことがうかがわれ、それが保護世帯や保護率の減少の要因 

の一つとなっているもの言わなければならない（資料１４－１－１末尾  

頁も同様の指摘である。）。 
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この問題点は、桐生市福祉事務所が、組織として、扶養義務者の扶養 

意思、扶養の実現可能性に関する事実確認の必要性を意識していなかっ 

たこと、つまり、扶養義務者による扶養が実際に行われるかどうかが要 

保護者本人の最低限度の生活が確保されるかに直結する重要な問題で 

あることに対する興味関心が希薄であったことにあり、境界層却下の運 

用が適正でなかったことにあると言わざるを得ない。 

なお、この扶養届に関連する問題は、保護決定時にも存在する。群馬 

県の特別監査結果によれば、保護開始決定時から、提出されている扶養 

親族からの扶養届の内容について、仕送りの実態に見合うものであるか 

どうかを把握できる記載がないまま、扶養届通りの収入認定をしている 

事案があると指摘されている（資料１４－１－１）。この点も、境界層 

却下に伴う場面と同様に、扶養親族による仕送りの実現可能性について、 

桐生市福祉事務所が関心を抱いていなかったことの表れである。要保護 

者としては、実体のない仕送りについて収入認定がなされることにより、 

生活扶助費として支給される金額等が減少する不利益があり、仕送りが 

扶養届通りに実施されていなければ、生活保護法８条２項の最低基準に 

満たない生活を強いられる結論になってしまうことは、指摘するまでも 

ない。保護開始決定時における、扶養親族からの仕送りについての収入 

認定の在り方も、境界層却下における場面と同様に、桐生市福祉事務所 

の組織的な対応改善が求められるところである（そのほかにも、扶養届 

の書式について国が示したものとほぼ同一の形状（第５回議事録ｐ１５） 

との説明であったが、当委員会が確認したところでは、国が示した書式 

に付加されている部分があり、その付加部分が生活保護法の趣旨を実現 

する上で必要なものか否か、改善可能性がないかといった検討の余地が 

あるものと考えられる。）。 

   （５）桐生市福祉事務所での保護世帯数、保護率減少の原因 

  以上検討した通り、桐生市福祉事務所での生活保護法の適正な執行の 

帰結として保護世帯数が群馬県平均の推移状況と反比例するように大 

きく減少しているものとは理解することが難しく、むしろ、母子世帯の 

捕捉率の不十分性、その他世帯などへの相談業務のなかで保護申請権の 



79 

 

侵害が疑われる事情の存在、扶養届の実情を軽んじた境界層却下事案の 

増大や保護決定時の収入認定の存在といった複合的な要因が合わせて 

存在していたことがその原因であると理解することが自然なことであ 

るように考えられる。 

 

３ 金銭管理団体の関与について 

 群馬県の特別監査結果によれば、生活保護開始時から第三者による金銭

管理が行われているがそれが本人の希望に基づくものであるか確認でき

ない事案が指摘されている（資料１４－１－１、資料１４－１－３）。 

令和６年４月２５日付「要保護者の生活状況の把握及び居住の安定の支

援等の対応について（資料９－７－５）」という通知がなされ、そこでは、

保護費の適正な支払いについての記載があるところ、「保護費（生活扶助

等）の支払いは、法に基づき、原則として、生活保護受給世帯の世帯主又

はこれに準ずる者に対して行う必要があり、福祉事務所において適切に対

応すること。」とされ、「例えば、居宅における生活保護受給世帯の世帯主

が第三者と金銭管理契約を締結している場合であっても、それをもって保

護費の支払先を当該第三者とすることにはならない」との例示がある。 

また、「保護費の支払いを受ける被保護者が第三者と金銭管理契約を締

結している場合であって、当該被保護者からの聞き取りなどにより、当該

被保護者が契約の必要性や内容を十分に理解しないで締結していると認

める場合には、当該被保護者がその意に反して保護費を受け取ることがで

きない状況にあることも考えられることから、そういった状況がないかな

どを確認し…当該被保護者の自立を阻害する状況にあることを把握した

場合には、前記１にあるように必要な支援を適切に行うこと。」とされ、こ

れに基づいて、桐生市福祉事務所から、第三者民間団体による金銭管理を

利用している生活保護利用者に対し、適切に金銭管理がされているかどう

かの聞き取りが実施された（第６回議事録ｐ６）。 

そして、桐生市福祉事務所では、令和６年４月以降、第三者による金銭

管理は、適切な制度説明を行い本人からの希望があった場合のみ、紹介を

行うようにしたと説明され、その結果、実際に金銭管理を希望する世帯が
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存在しなかったことの報告があった（第５回議事録ｐ７）。 

当委員会が金銭管理団体から行った事実聴取結果（資料１５－２改、 

第２参照）によれば、各金銭管理団体ともそれぞれの内部的な方式に従っ

て、生活保護利用者の個別の同意を得つつ運用してきた実情を述べていた

ところであるが、すでに実施されている金銭管理団体との契約が解約に至

った事例の件数も複数報告された点や（資料９－７－４）、過去５年間分

と比較した場合に、令和６年になってから金銭管理団体を活用するケース

自体が大幅に減少していることが明らかであるから、これまで金銭管理契

約が締結されていた事案について、本人の意思がどれほど尊重されていた

と言えるのかという点に疑義が生じているものといえる（第６回議事録 

ｐ９）。 

なお、当委員会としては、生活保護利用者の自立支援の観点から、金銭

管理団体を活用する場面が有用な事例があることを念頭に、そのような場

合には、通知（資料９－７－５）に基づいて、生活保護利用者への説明を

十分に実施し、理解を得たうえでの適正な運用を望むところである。 

その際特に、保護費については本人の口座に送金して支給している扱い

ではあるが（第７回議事録ｐ１１）、金銭管理団体からの事情聴取結果（資

料１５－２改、第２参照）を踏まえると、いずれも、本人名義の金融機関

口座の通帳、キャッシュカードを生活保護利用者本人から預託してもらう

方式を採用しているようであるから、ともすると生活保護利用者が保護費

を受け取ることができない状況にあるとの受け止め方につながっている

可能性が考えられ、この点について桐生市福祉事務所そして金銭管理団体

の双方による一層の配意が求められていることを指摘したい。 
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４ 人員配置、研修、人材育成の問題点 

本報告書では、繰り返し桐生市福祉事務所の組織体制の問題点を述べて

きたが、その根幹をたどると、ＳＶで生活保護の実務経験がない人がいる

（第２回議事録ｐ４９）といった桐生市福祉事務所の人員配置、研修そし

て人材育成の問題を挙げざるを得ない（第１回議事録ｐ２０、資料１０－

１－２）。 

令和６年度になってからの大幅な件数増加が存在することを踏まえる

と（資料９－４－３－２）、桐生市福祉事務所にはその需要にこたえるこ

とができるだけの、充実した人員配置（増員）が求められることを指摘し

たい。 

また、女性ＣＷの確保に課題があるが（第２回議事録ｐ４８）、当委員

会による調査継続期間中に、女性ＣＷ２名が新たに配置され、社会福祉士

の有資格者もいるようになったという点は評価に値するといえる（第５回

議事録ｐ６）。そのほかにも、就労指導を行う相談員の補助的立場に警察

官ＯＢの職員を配置している等専門的領域との不整合が生じている点を

解消すべき要請もあるものといえ、今後について、専門性の確保の徹底、

有資格者についての配置の必要性を踏まえ（第２回議事録ｐ５０）、その

ような方向性に沿った人員配置が実行されることが望まれる。そのなかで

も、事案１ないし事案３そして既述の各問題点を通覧してみると、生活保

護法の趣旨、目的、理念という基本的な視点を桐生市福祉事務所内で共有

し、要保護者の自立支援のために行うケースワークの実践の在り方といっ

た専門的な知見を拡充する必要性が高いといえ、今後とも専門性に配慮し

た人事配置、人材育成を行うべきだといえる。 

また、桐生市福祉事務所としての研修に関する実情の改善状況が報告さ

れ（資料１０－２－２）、これまでは研修結果が生活保護業務に反映され

ているかどうかを確認、検証するような作業が行われていなかったが（第

１回議事録ｐ２１）、群馬県による特別監査の指摘事項に対する是正内容

として、福祉事務所内で事例検討会の実施方法を改善して、情報共有を行

う体制を整えることとなったのは好ましいことである（資料１４－１－２

別添２、第５回議事録ｐ８、同ｐ１２）。研修への参加により他の福祉事
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務所の状況等の情報交換ができたことの意義が確認されたほか、桐生市福

祉事務所における対応状況を他の福祉事務所と比較することができたと

いう好影響が報告されたうえ（第６回議事録ｐ１１～１６）、課題を抱え

ているケースについては、課長、係長、査察指導員、担当ＣＷというよう

な形で組織的に対応して課題を解決するための対応を検討していること

も確認できた（第５回議事録ｐ２０）。個々の職員に対する他の職員によ

る支援、組織としての支援を充実させることは、事案１ないし事案３のよ

うな事態を防ぐために極めて有効なものと考えられるところである。 

さらに、研修などによって得た知識を生かすには、マニュアルを導入す

るだけでなく、その運用が適正になされているかどうかを、チェックする

組織的な体制の整備が必要であると指摘されている（第５回議事録ｐ８）。

これまで、保護のしおりの改定（群馬県と同じ内容のものの利用）があっ

たこと（第５回議事録ｐ１０）、生活保護開始申請書の窓口への備え置き

が令和６年１２月から実施されていること（第５回議事録ｐ１０）、相談

時の個室対応が可能になったこと（第５回議事録ｐ１０）、面談相談受付

票の書式変更が報告されるなどしたが（第５回議事録ｐ９）、より根本的

な視点として、相談窓口でのＣＷの姿勢が相談者に寄り添うものになって

いるかどうかを振り返ってチェックする項目の追加を検討してはどうか

という指摘があったように（第５回議事録ｐ１９）運用面での適性を組織

的に確保する方策がさらに検討されるべきものと言える（一部取り入れた

改定案は、資料８－８改参照）。 
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第４ 今後の生活保護に関する事務執行のあり方 

桐生市福祉事務所は、毎年実施される群馬県による監査に関する指摘事項 

（資料１４－２、１４－２－２）に対して、個別ケースの対応として是正改 

善を行っていたものの、指摘を受けた事項に関する情報共有が組織的には行  

われておらず、組織的対応、仕組みの問題点という対処に至っていなかった 

点を反省しているという報告を行った（第５回議事録ｐ３７）。 

確かに、指摘事項に沿って、桐生市福祉事務所が組織としてその是正に 

取り組んでいれば、事案１ないし事案３の生起が未然に防げたのではないか 

と考えられる。 

また、事案１、事案２そして事案３のいずれの事例についても、当事者は、 

生活保護申請のために窓口に来所しており、桐生市福祉事務所から誤った指 

導を受けることはないという信頼のもとに行動していたと考えられる。その 

ため、それぞれがＣＷの対応に疑問を持ったとしても、それを受け入れざる 

を得ない力関係が働いていたことも共通しているといえる。 

それを前提として、桐生市福祉事務所に対しては、市民からの信頼を裏切 

らない対応、そして、困窮状況や力関係の差から桐生市福祉事務所の対応を 

受け入れざるを得ないという市民側の受け止めかたを意識した丁寧な対応 

の必要性が求められたところである（第６回議事録ｐ３１～３３）。 

生活保護利用者の立場に寄り添った丁寧なケースワークを行い、是正改善 

を図るという方針の説明が桐生市福祉事務所からなされたところであるが 

（資料１３－４、第５回議事録ｐ３７）、このことこそが、桐生市福祉事務所 

としての今後の生活保護に関する事務執行のあり方の基本となるものと 

考えられる。 

なお、桐生市福祉事務所において、生活保護手帳の最初に記載されている 

「生活保護実施態度」という部分を折に触れて都度復唱する対応をとってい 

るとのことであるが（第５回議事録ｐ２１）、生活保護利用者の立場に寄り 

添った丁寧なケースワークを行うという意味では啓発的な内容であるから、 

生活保護利用者の立場に寄り添うという基本を維持、継続するために、都度 

復唱して原点に回帰することを各職員が意識する機会を設けることは、重要 

な意味があると考えられる（資料１４－１－２別添２の欄外「※印」参照）。 
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第５ 再発防止策 

   １ はじめに 

当委員会は、第１回会議に出席した桐生市長から、「本市の生活保護行 

政を生まれ変わらせ、そして市民の信頼回復のため、ぜひ委員の皆様方に 

は、それぞれのお立場で忌憚のないご意見、ご指摘を」との要望をいただ 

いた（第１回議事録ｐ４）。 

   そもそも、群馬県による平成３０年から令和５年までの監査後の指摘 

事項（資料１４－２及び資料１４－２－２）を見る限り、桐生市福祉事務 

所がその指摘事項を真摯に受け止め、制度趣旨に沿った適正な運用を組織 

として心がけ、適正化を図っていれば、本報告書で指摘する事項が大幅に 

減少していたこと、あるいは、そもそも組織対応が適正化することによっ 

て事案１ないし事案３の発生すら未然に防げた可能性も認められること 

は、すでに指摘した通りである。 

また、事案１ないし事案３に関しては、すでに本報告書の中で検討をし、 

その原因についてもできる限り詳細な指摘をした。これらの事案における 

複数の法令違反等の問題に関する指摘とその原因に関する報告を前提に 

再発防止策を提起するとすれば、桐生市福祉事務所そのものの組織的な対 

応を、法令等に従った執行体制とするように刷新すること以外には考えら 

れない。 

そうすると、生活保護法の目的、制度趣旨、特に自立の助長（自立支援） 

に関する考え方について、桐生市福祉事務所が、組織として、これらを実 

践する姿勢を、対内的にも対外的にも明確に表明し、その表明した姿勢を 

組織的に実践していく過程を、経時的に対内的・対外的に情報共有・公表 

し、行政機関としての市民への説明責任を果たしていく必要があるといえ、 

それが最大の再発防止策であると考えられる。 

 

２ 考えられる具体的な再発防止策 

（１）当委員会に寄せられた情報提供について 

 当委員会に寄せられた情報提供の概要について、個人情報に配慮し 

つつ、その詳細を公表することとしたのは、寄せられた情報の重みに応 
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えるためのものである（資料１５－３）。 

もちろん、その情報提供内容は、無記名の情報であることから、提供 

された情報の一つ一つの信憑性については限界があるという理解を前 

提にしているが、それをもってしても、当委員会としては寄せられた情 

報の内容、分量の双方について、相当程度強い衝撃をもって受け止めざ 

るをえないものであった。寄せられた情報提供の内容を分析すると、生 

活保護申請時における桐生市福祉事務所の対応、生活保護利用者に対し 

ての桐生市福祉事務所の対応そして保護廃止（辞退、却下）に関する 

桐生市福祉事務所の対応のいずれの場面においても、相対する市民への 

公務員による言動として通常想定されるものとは程遠い内容が多数 

寄せられていると理解している。 

そして、寄せられた情報提供内容のほとんどに共通するのは、職員に 

よる言動が要保護者・相談者に寄り添う姿勢がなく、それと乖離したも 

のとなっているという批判であり、かつ、職員による対応が常識的・社 

会的に求められる公務員としての言動とかけ離れているという非難で 

ある。この批判、非難は、個々の職員の対応そのものの問題という範囲 

を超えて、それを容認、放置していた桐生市福祉事務所の組織的体制へ 

の批判、非難であるという認識を持たなければならない。情報提供を呼 

びかけていた期間が非常に短期間であったにもかかわらず、１００件を 

超える情報提供が寄せられたということが示しているのは、桐生市福祉 

事務所の行政執行の在り方への市民等の関心の高さの現れであると考 

えられる。 

そのため、桐生市福祉事務所は、当委員会への情報提供が多数寄せら 

れた事実を、市民等による行政監視の警鐘として、重く受け止めるべき 

だと考える。 

当委員会としては、情報提供が多数寄せられた理由について、桐生市 

福祉事務所の生活保護行政が生活保護法の理念に立ち返って市民から 

の信頼にこたえられるようになってほしいという強い要望が存在する 

ためであると受け止めている。その要望に応えるためには、相当程度踏 

み込んだ再発防止策の提示が必要なものと考えられる。 
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（２）適正な窓口対応体制を構築するための録音（録画） 

 すでに何度か触れてきたように、面接相談記録票の不十分な記載、 

生活保護利用者からの相談対応のケース記録上の不十分な記載、そして 

生活保護利用者への自立支援の対応等に関するケース記録の不十分な 

記載の問題は、桐生市福祉事務所における行政事務執行の適法性を説明 

するうえで大きな問題を孕んでいる。面接相談記録票等の必要書類に、 

必要事項が目的に応じて十分に記載されるよう桐生市福祉事務所の組 

織的対応の抜本的改善を図らなければならないことは、ここまでに繰り 

返し指摘してきたところである。これも一つの再発防止策であるが、 

より直截に、より実効性がある再発防止策として、すべての窓口相談の 

録音（録画）、すべての電話対応についての録音を実施するという再発防 

止策を提案したい。 

それは、桐生市福祉事務所における行政手続過程が不透明で可視化さ 

れておらず、生活保護行政の説明責任を果たすことができていない状況 

を打開するためには、窓口対応や電話対応について、全件録音をする（可 

能であれば対面相談の状況を録画する）施策を導入するのが、再発防止 

策として極めて有効であると考えられるからである（事案３のケース記 

録等には、録音内容を逐語的に文字にして記録化していた資料が存在し 

ており、録音をすることは、実務的に可能であると考えらえる。）。 

録音（録画）にあたっては、要保護者・相談者のプライバシーへの配 

慮が重要であることはもちろんであるが、相談内容を明瞭に記録化し、 

また、自立援助のための助言内容も明瞭に記録化することができること 

によって、桐生市福祉事務所と要保護者・相談者との認識のずれを避け 

ることができ、また、事実関係の有無をめぐる無用の行き違いを根本的 

に解消することができるといった利点を、要保護者・相談者に伝えて積 

極的に承諾を得たうえで、録音（録画）を実践することが可能であると 

考えらえる。 

また、録音（録画）記録は、桐生市福祉事務所の窓口対応の業務の改 

善と質の向上を確保するうえでも意義のあるものと考えらえる。そして、 

その記録は、要保護者・相談者側にとっても意味がある記録となるから、  
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録音（録画）内容を必要に応じて行政側と市民側とが共有できるような 

方策（疑義があった場合はその場で再生して確認する等）を取り入れ、 

双方の共通認識を組み立てることに役立てることができるとも考えら 

れる（別途、録音（録画）媒体の取り扱いに関する内部規定を整備し、 

その保管、管理、廃棄に関する準則を明瞭にする必要がある。）。 

加えて、桐生市福祉事務所としても、例えば事案１や事案２にあった 

口頭での合意の存否といった事実関係に関する明瞭な立証資料を確保 

することができるうえ、近時問題が顕在化していると言われる行政機関 

に対する市民からの不条理な要求等への対応のひとつとして（民間企業 

におけるカスタマーハラスメント対策と同様の課題である。）、相談内容 

を明瞭に記録化することが実効性のある対応の一つになることが考え 

られる（警察ＯＢ職員に依拠するよりも、費用対効果の高い実効性が得 

られるものと考えられる。）。 

すでに桐生市福祉事務所からは、生活保護利用者の立場に寄り添った 

丁寧なケースワークを行い、是正改善を図るという方針の説明がなされ 

たところである（資料１３－４、第５回議事録ｐ３７）。面談相談内容や 

電話対応のすべてを録音（録画）するという再発防止策は、明確にされ 

た桐生市福祉事務所の対外的な決意表明について、実行に移したことを 

明瞭にする意味でも有益である。 

（３）生活保護利用者等を支援する体制の整備 

事案１（害虫駆除相談を取り合ってもらえなかったというもの）及び 

事案２（窓ガラス破損や給湯器故障の相談を取り合ってもらえなかった 

というもの）は、ともに生活保護利用中の生活保護利用者への相談支援 

体制に大きな疑義を投げかけるものであったことはすでに検討した通 

りである。 

このまま生活保護利用者の困惑状況（ＣＷが取り合ってくれないと 

いう状況）に何らの手当ても施さないとすれば、それは生活保護法２７ 

条の２の趣旨に適合しないことが明らかである。 

そこで、困惑する生活保護利用者を救済するための方法を桐生市福祉 

事務所が提供することが再発防止策として必要であると考えられる。 
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例えば、生活保護利用者が担当ＣＷに相談をしても問題解決につながる 

助言を得られなかったと感じた場合、あるいは担当ＣＷにより生活保護 

法が目的とする自立支援につながらない対応をされたと感じた場合な 

どに、担当外のＣＷや査察指導員に対して、その対応の適否を確認する 

ためにセカンドオピニオンを聞ける体制を作ることが再発防止策とし 

て検討に値するものといえる。 

この再発防止策が桐生市福祉事務所内だけにとどまるものであって、 

実効性を確保することが十分にできない可能性をも考えると、（生活保 

護行政に関わらず、福祉事務所が取り扱う業務全般を対象とすることに 

なるかもしれないが）生活保護利用者が抱いた疑問点や理解の不十分さ 

を助けるための包括的なサポートを行う部門を立ち上げ、そのサポート 

役を担う職員が同行して、生活保護利用者の抱える困難な状況を、本人 

とともにＣＷに相談するような体制を整備することも再発防止策とし 

て有効であると考える。 

（４）適正な事務執行を実現するための人事交流、透明性の確保等 

   当委員会の検討過程において、すでに述べた通り、桐生市福祉事務所 

における研修参加と研修結果の共有等による効用が確認された。桐生市 

福祉事務所の各職員が研修に参加することは、生活保護法の理念に基づ 

く基本的な在り方を再認識する有効な契機となるものであると同時に、 

桐生市福祉事務所以外の他の福祉事務所での生活保護業務の取り扱い、 

課題といった情報を知り、桐生市福祉事務所のその時々の立ち位置を確 

認できる有用な場となるところである。 

   このような効用を最大化し、桐生市福祉事務所における再発防止策と 

して機能させるためには、桐生市福祉事務所の外部の者の関与の手法を 

導入することが、再発防止策として効果的であると、当委員会は考えて 

いる。 

   そのための手法として、例えば、群馬県の生活保護担当部局からの職 

員ないし群馬県内の中核市の福祉事務所職員を一定期間桐生市福祉事 

務所に派遣してもらい、桐生市福祉事務所が生活保護法の理念に立ち返 

った生活保護業務を遂行することについて、適切な助言、指導を継続的 
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に受けることができる体制を整えることが考えられる。また、例えば、 

桐生市福祉事務所の職員を、群馬県内の中核市の福祉事務所に一定期間 

派遣し、当該福祉事務所での生活保護業務を実践したうえで、その経験 

等を桐生市福祉事務所に持ち帰って共有する体制を整えることも必要 

と考えられる。このような人事交流の実現を、再発防止策の一つとして 

提案する。 

   もちろん、この人事交流を実践するためには、他の自治体との協議、 

調整が必要であるから、桐生市福祉事務所単独で実行しうる他の再発 

防止策と対比すれば、手続的な障壁があるものと心得ている。 

しかし、当委員会がこれまで述べてきた桐生市福祉事務所の組織体制 

の変革の必要性を踏まえると、桐生市福祉事務所の外部からの専門的 

かつ実践的な指導、助言を積極的に取り入れることが求められるのは 

やむを得ないものであり、それほど現状が深刻であることに理解を得 

たいと考えている。 

さらに、当委員会としては、上記の通り外部からの視点を桐生市福祉 

事務所での業務に取り入れるため、当委員会がここまで検討してきた 

第三者委員会に類似する体制、例えば、桐生市福祉事務所の生活保護業 

務執行に関する継続的な外部的視点からの監視体制（恒常的なもの）の 

導入を実現するよう、再発防止策の一つとして提案する。 

生活保護利用者の立場に寄り添った丁寧なケースワークを行い、是正 

改善を図るという方針の説明が桐生市福祉事務所からなされたところ 

であるが（資料１３－４、第５回議事録ｐ３７）、それは、桐生市福祉事 

務所が組織として、生活保護法の目的、制度趣旨、特に自立の助長（自 

立支援）といった理念を実践する姿勢を対内的にも対外的にも明確に表 

明したものとして当委員会は受け止めている。そうであれば、その表明 

した姿勢を組織的に実践していく過程を、経時的に、そして対外的に情 

報公開し、行政機関としての市民への説明責任を果たしていく必要があ 

ることはすでに述べたとおりである。その説明責任を果たすための手法 

の一つとして、当委員会のような外部的な視点を活用することが非常に 

有用であると考えられる。 
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例えば、生活保護行政の健全化のための道程を記す五か年計画のよう 

なものを桐生市福祉事務所で策定し（必要に応じて再計画等も検討に値 

する。）、その計画に沿った健全化を示す指標を自主的に提起し、その指 

標到達を目指した実践を進め、それを検証、検討するための審議会ない 

しそれに類する会議体を設置することが考えられる。その会議体では、 

前記健全化指標の到達過程や実情を検証、検討するとともに、毎年実施 

される群馬県による監査の指摘事項やその改善過程を含めて検証し、検 

討することが想定される。その会議体の構成委員としては、有識者のほ 

か、桐生市民（有権者）から無作為抽出する市民委員複数名、可能であ 

れば生活保護利用者当事者を含めて選定することが必要であると考え 

らえる。そして、審議内容や資料を公開し、行政執行過程を透明化しつ 

つ、行政としての説明責任を果たしていくことが再発防止策の一つとし 

て考えられる。あるいは、コンプライアンス委員会のような桐生市福祉 

事務所の生活保護業務を外部から監査する会議体を創立し、当分の間、 

桐生市福祉事務所としての業務改善の取組や生活保護利用者・相談者向 

けアンケートを実施する等によりその結果を公表して、行政執行過程を 

透明化しつつ、行政としての説明責任を果たしていくことも再発防止策 

の一つであるといえる。 

（５）職員の正義感を育み、自浄作用につなげるための公益通報制度の運用 

 職員に対するアンケート結果や当委員会に寄せられた情報提供（資料 

１５－３）の中に桐生市職員によるものが見受けられるところ、桐生市 

職員としての素朴な正義感は、組織内部の自浄作用を発揮させるうえで 

も尊重されるべきものである。 

   職員間の通報に関し、これまでも人材育成課が窓口となって対応して 

きたところではあるが、職員が内部通報できるよう桐生市職員の公益通 

報への対応手続に関する要綱の整備を進める方針が示され（第５回議事 

録ｐ４１）、令和６年１２月１日には事務処理要綱が制定された。これに 

ついては、何かおかしいと職員が感じた際に適宜情報を寄せてもらえる 

よう柔軟に制度を運用していくことや、通報者は保護されるといった点 

を周知していくことも報告された（資料１２－３、第６回議事録ｐ１８ 
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～１９）。 

そのうえで、このような制度の整備にとどまらず、日常的な業務遂行 

の中でも、上司・部下という関係性に固着せず、桐生市民のために桐生 

市の行政をどのように執行していくことが望ましいのかという意識の 

もとで意見を交換できる職場環境を整える重要性も指摘された（第６回 

議事録ｐ２１～２２）。 

これまでの検討過程で創立された上記内部通報制度については、生活 

保護法に関する行政執行の問題領域だけに留まらない領域を所掌する 

ものであるが、桐生市福祉事務所における今般の事態の再発を防止する 

うえでも十分に機能するものと考えらえる。 

桐生市福祉事務所が、生活保護利用者の立場に寄り添った丁寧なケー 

スワークを行い、是正改善を図るという方針を説明しているから（資料 

１３－４、第５回議事録ｐ３７）、その実践を求められているところ、内 

部通報制度は、その実践の妨げになる内部的な支障を取り払うために、 

そして桐生市福祉事務所（あるいは他の桐生市役所）職員の法令遵守を 

旨とする公務員としての適切な正義感を養うために、またその適切な正 

義感を奪わないために、柔軟に運用されることが求められる。そうする 

ことで、今回桐生市福祉事務所で生起したような重大な事態を生じる 

前の段階で、適切な内部通報制度の利用により、組織内部の自浄作用を 

発揮できるものとすることができるといえ、有効な再発防止策の一つと 

して提案する。 

 

３ 桐生市福祉事務所が市民の信頼を回復するために 

当委員会として、考えられる再発防止策を複数示したところであるが、 

桐生市福祉事務所が桐生市民からの信頼を回復するために取り組むべき 

課題は、残念ながら多くあるものと言わなければならない。 

目の前にある課題の一つ一つを丁寧に取り上げ、短期的な課題、長期的 

に取り組む課題を桐生市福祉事務所が組織として共有したうえで、生活保 

護利用者の立場に寄り添った丁寧なケースワークを行い、是正改善を図る 

という方針の説明に沿って（資料１３－４、第５回議事録ｐ３７）、桐生市 
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福祉事務所が組織として、これらを実践する姿勢を対内的にも対外的にも 

明確に表明し、その表明した姿勢を組織的に実践していく過程を、経時的 

に対内的・対外的に情報共有・公表し、行政機関としての市民への説明責 

任を果たし、市民の信頼を回復することができるよう期待する。 

 

第６ その他委員会が必要と認める事項 

    当委員会に寄せられた情報提供（資料１５－３）の内容、あるいは、近時 

になって報道された桐生市福祉事務所における生活保護行政の不適切さが 

うかがわれる事例を踏まえると、生活保護行政をめぐる課題がいまだに存在 

していることがうかがわれる。当委員会が提示した再発防止策を実践するだ 

けでなく、これらの課題の改善に取り組む姿勢を市民に示していただきたい 

と考えている。 

 

第８章 おわりに 

 当委員会は、設置条例第６条第４項に基づき、設置条例第２条の規定による検証

および再発防止策の提言を行うために本報告書を作成し、当委員会の会議の議決を

経て、本報告書を市長へ提出する。 
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